
－1－

平成３０年第１回上里町議会定例会会議録第１号

平成３０年３月２日（金曜日）

―――――――――――――――――――――――――――――

議事日程

日程第 １ 会議録署名議員の指名について

日程第 ２ 会期の決定について

日程第 ３ 提出議案の報告について

日程第 ４ 町長の施政方針及び行政報告について

日程第 ５ 諸報告について

日程第 ６ 一般質問について

日程第 ７（町長提出議案第 １ 号）長期継続契約を締結することができる契約に関

する条例の一部を改正する条例について

日程第 ８（町長提出議案第 ２ 号）上里町国民健康保険給付費支払基金の設置、管

理及び処分に関する条例の一部を改正する条例について

日程第 ９（町長提出議案第 ３ 号）上里町特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について

日程第１０（町長提出議案第 ４ 号）上里町ひとり親家庭等の医療費の支給に関する

条例の一部を改正する条例について

日程第１１（町長提出議案第 ５ 号）上里町重度心身障害者医療費支給に関する条例

の一部を改正する条例について

日程第１２（町長提出議案第 ６ 号）上里町国民健康保険条例の一部を改正する条例

について

日程第１３（町長提出議案第 ７ 号）上里町国民健康保険税条例の一部を改正する条

例について

日程第１４（町長提出議案第 ８ 号）上里町後期高齢者医療に関する条例の一部を改

正する条例について

日程第１５（町長提出議案第 ９ 号）上里町介護保険条例の一部を改正する条例につ

いて

日程第１６（町長提出議案第１０号）上里町介護保険法に基づく指定地域密着型サー

ビスの事業の人員、設備及び運営に係る基準に関する条例の一部を改正

する条例について
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日程第１７（町長提出議案第１１号）上里町介護保険法に基づく指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に係る基準に関

する条例の一部を改正する条例について

日程第１８（町長提出議案第１２号）上里町介護保険法に基づく指定介護予防支援等

の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に係る基準に関する条例の一部を改正する条例に

ついて

日程第１９（町長提出議案第１３号）上里町地域包括支援センターの職員に係る基準

等に関する条例の一部を改正する条例について

日程第２０（町長提出議案第１４号）上里町営住宅条例の一部を改正する条例につい

て

日程第２１（町長提出議案第１５号）上里町都市公園条例の一部を改正する条例につ

いて

日程第２２（町長提出議案第１６号）上里町文化財保護条例の一部を改正する条例に

ついて

日程第２３（町長提出議案第１７号）上里町公益的法人等への職員の派遣等に関する

条例について

日程第２４（町長提出議案第１８号）上里町介護保険法に基づく指定居宅介護支援等

の事業の人員及び運営に係る基準に関する条例について

日程第２５（町長提出議案第１９号）上里町公の施設の指定管理者の指定について

日程第２６（町長提出議案第２０号）上里町公の施設の指定管理者の指定について

日程第２７（町長提出議案第２１号）上里町町道路線の廃止について

日程第２８（町長提出議案第２２号）上里町町道路線の認定について

日程第２９（町長提出議案第２３号）児玉郡市及び深谷市における公の施設の相互利

用に関する協議について

日程第３０（町長提出議案第２４号）埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共

団体の数の減少について

日程第３１（町長提出議案第２５号）埼玉県市町村総合事務組合の規約変更について

日程第３２（町長提出議案第２６号）平成２９年度上里町一般会計補正予算（第９

号）について
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日程第３３（町長提出議案第２７号）平成２９年度上里町国民健康保険特別会計補正

予算（第４号）について

日程第３４（町長提出議案第２８号）平成２９年度上里町介護保険特別会計補正予算

（第４号）について

日程第３５（町長提出議案第２９号）平成２９年度上里町後期高齢者医療特別会計補

正予算（第２号）について

日程第３６（町長提出議案第３０号）平成２９年度上里町農業集落排水事業特別会計

補正予算（第１号）について

日程第３７（町長提出議案第３１号）平成２９年度上里町水道事業会計補正予算（第

２号）について

日程第３８（町長提出議案第３２号）平成２９年度上里町下水道事業会計補正予算

（第１号）について

日程第３９（町長提出議案第３３号）平成３０年度上里町一般会計予算について

日程第４０（町長提出議案第３４号）平成３０年度上里町国民健康保険特別会計予算

について

日程第４１（町長提出議案第３５号）平成３０年度上里町介護保険特別会計予算につ

いて

日程第４２（町長提出議案第３６号）平成３０年度上里町後期高齢者医療特別会計予

算について

日程第４３（町長提出議案第３７号）平成３０年度上里町農業集落排水事業特別会計

予算について

日程第４４（町長提出議案第３８号）平成３０年度上里町水道事業会計予算について

日程第４５（町長提出議案第３９号）平成３０年度上里町下水道事業会計予算につい

て

日程第４６（議員提出議案第 ６ 号）上里町議会政務活動費の交付に関する条例の一

部を改正する条例について

日程第４７ 議員辞職について

日程第４８ 議案訂正について（町長提出議案第３３号 平成３０年度上里町一般会計

予算）

日程第４９（選挙第１５号）本庄上里学校給食組合議会議員補欠選挙について

日程第５０（意見書第１５号）相次ぐ米軍機の事故等の原因究明と飛行中止を求める

意見書（案）について
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日程第５１（意見書第１６号）子どもの医療費等の負担軽減に関する意見書（案）に

ついて

日程第５２（意見書第１７号）生活保護基準の引き下げに反対する意見書（案）につ

いて

日程第５３（意見書第１８号）「森友学園」疑惑の徹底解明を求める意見書（案）に

ついて

―――――――――――――――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

日程第 １ 会議録署名議員の指名について

日程第 ２ 会期の決定について

日程第 ３ 提出議案の報告について

日程第 ４ 町長の施政方針及び行政報告について

日程第 ５ 諸報告について

日程第 ６ 一般質問について

日程第４７ 議員辞職について

―――――――――――――――――――――――――――――

出席議員（１４人）

１番 飯 塚 賢 治 君 ２番 戸 矢 隆 光 君

３番 仲 井 静 子 君 ４番 猪 岡 壽 君

５番 齊 藤 崇 君 ６番 岩 田 智 教 君

７番 植 井 敏 夫 君 ８番 高 橋 正 行 君

９番 納 谷 克 俊 君 １０番 新 井 實 君

１１番 沓 澤 幸 子 君 １２番 高 橋 仁 君

１３番 伊 藤 裕 君 １４番 植 原 育 雄 君

欠席議員 なし

―――――――――――――――――――――――――――――

説明のため出席した者

町 長 関 根 孝 道 君 副 町 長 高 野 正 道 君

教 育 長 下 山 彰 夫 君 総 務 課 長 須 長 正 実 君

総合政策課長 岡 村 拓 哉 君 税 務 課 長 山 田 隆 君

くらし安全課長 望 月 誠 君 町民福祉課長 谷 木 絹 代 君

子育て共生課長 間々田 由 美 君 健康保険課長 山 下 容 二 君
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高齢者いきいき課長 飯 塚 郁 代 君 まち整備課長 稲 岡 信 行 君

産業振興課長 及 川 慶 一 君 上下水道課長 根 岸 利 夫 君

学校教育課長 高 橋 淳 君 学校指導室長 加 藤 修 君

生涯学習課長 小 暮 伸 俊 君 郷土資料館長 丸 山 修 君

会計管理者 南 雲 久 枝 君

―――――――――――――――――――――――――――――

事務局職員出席者

事 務 局 長 宮 下 忠 仁 次 長 神 村 輝 行
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◎開会・開議

午前９時８分開会・開議

○議長（納谷克俊君） ただいまの出席議員は14名であります。定足数に達しておりますので、

これより平成30年第１回上里町議会定例会を開会いたします。

直ちに本日の会議を開きます。

──────────────────◇──────────────────

◎日程第１ 会議録署名議員の指名について

○議長（納谷克俊君） 日程第１、会議録署名議員の指名について。

会議録署名議員は、会議規則第120条の規定により、議長において、10番新井實議員、11番

沓澤幸子議員、12番高橋仁議員、以上の３名を本会期中の会議録署名議員に指名いたします。

──────────────────◇──────────────────

◎日程第２ 会期の決定について

○議長（納谷克俊君） 日程第２、会期の決定についての件を議題といたします。

前期定例会において、議会運営委員会に審査の付託をしておきました今期定例会の会期日程

等の審査結果報告を求めます。

議会運営委員会委員長、植原育雄議員。

〔議会運営委員長 植原育雄君発言〕

○議会運営委員長（植原育雄君） 皆さんおはようございます。議会運営委員長の植原育雄で

す。

前期12月定例会で審査の付託を受けました今期定例会の会期日程等について、２月15日、議

会運営委員会を開催し、慎重審議をしましたので、その結果を報告いたします。

初めに一般質問でありますが、今期定例会における一般質問は５名の議員から通告書が提出

されております。質問の通告時間は２時間50分であり、答弁時間を含めるとおおむね４時間15

分程度になると見込まれます。

なお、一般質問は本日の１日間となります。

次に、町長提出議案については、条例の一部改正が16件、条例の制定が２件、指定管理者の

指定が２件、道路線の廃止認定が２件、公の施設の相互利用に関する協議が１件、埼玉県市町

村総合事務組合に関することが２件、平成29年度補正予算及び平成30年度当初予算については、

一般会計、特別会計、事業会計それぞれ７件が予定されており、これらを合計いたしますと39

件の提出議案であります。また、議員提出議案として政務活動費の交付に関する条例の一部改

正を提出しております。

次に、今期定例会に受理した請願、陳情はありません。
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これらを考慮し、今期定例会の会期はお手元に配付した会期日程表のとおり、本日３月２日

から14日までの13日間といたしたところでございます。

以上で、議会運営委員会に付託された会期日程等の審査結果報告といたします。

慎重審議をお願い申し上げまして、議会運営委員長の報告といたします。

○議長（納谷克俊君） お諮りいたします。

ただいまの議会運営委員会委員長の報告のとおり、本定例会の会期は、本日から３月14日ま

での13日間といたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」の声あり〕

○議長（納谷克俊君） 御異議なしと認めます。

よって、会期は13日間と決定いたしました。

──────────────────◇──────────────────

◎日程第３ 提出議案の報告について

○議長（納谷克俊君） 日程第３、提出議案の報告について。

町長及び議員より議案の送付及び提出がありましたので、事務局をして議案の報告をいたさ

せます。

〔事務局朗読〕

──────────────────◇──────────────────

◎日程第４ 町長の施政方針及び行政報告について

○議長（納谷克俊君） 日程第４、町長の施政方針及び行政報告について。

町長の発言を許可いたします。

町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） どうも皆さんおはようございます。

立春も過ぎ、昨日は大変暖かくなりましたけれども、今年はまだまだ全国的に寒さ厳しい

日々が続いており、各地で大雪による被害の報告を聞いております。上里町では２回の降雪が

ありましたが、幸い大きな被害もなく一安心しているところでございます。

また、先月開催された平昌オリンピックでは、フィギュアスケート、スピードスケート、ス

ノーボードを初め各種競技で、日本人の活躍に、私自身も大変感動いたしたところでございま

す。

本日ここに、平成30年第１回上里町議会定例会に当たり、議員の皆さんにおかれましてはま

すます御健勝のこととお喜び申し上げます。

初めに、御提案申し上げます議案と平成30年度の町政運営における施政方針を申し上げ、議
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員各位並びに町民の皆さんに御理解を賜りたいと存じます。

本定例会に提出される議案につきましては、条例関係では、長期継続契約を締結することが

できる契約に関する条例の一部を改正する条例についてを初めとした一部改正が16件、上里町

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例など条例の制定は２件、その他といたしましては、

上里町公の施設の指定管理者の指定が２件、道路の廃止及び認定が２件、児玉郡市及び深谷市

における公の施設の相互利用の協議が１件、埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団

体の数の減少及び規約変更などが２件でございます。予算関係では補正予算が７件、当初予算

が７件の合計39件の議案を提出いたしますので、慎重審議の上、御議決賜りますようよろしく

お願いを申し上げる次第でございます。

提出議案につきましては本数が大変多くなっておりますが、議員の皆様には慎重審議をいた

だきますようよろしくお願いを申し上げます。

続きまして、平成30年度の施政方針を申し上げたいと思います。

まず、我が国の社会経済情勢では、１月に平成30年度の経済見通しと経済財政運営の基本的

態度を閣議決定しており、平成30年度においても、経済財政運営に当たり600兆円経済の実現

を目指すとされております。少子高齢化という最大の壁に立ち向かうため、生産性革命と人づ

くり革命に取り組み、これまでの制度や慣行にとらわれない新しい仕組みづくりを築くとして

おります。成長と分配の好循環により、国民全体が成長を享受できる全世代型の社会保障制度

により、子育てや介護に対する不安なしに、誰にでも活躍の場があり、若者から高齢者まで安

心して暮らすことができる社会を目指すとしておるところでございます。

平成30年度の国の予算は、経済・財政再生計画の最終年度として、経済再生と財政健全化の

両立を実現する予算とし、国債費を含め、一般会計歳出の総額は97兆7,128億円となり、前年

度対比0.3％の増となっております。先ほども述べたとおり、人づくり革命、生産性革命、財

政健全化などが重点施策となっておるところでございます。

また、埼玉県の平成30年度予算案は、前年度対比0.1％増の１兆8,657億6,000万円となって

おります。平成30年度当初予算では、未来への投資として、「スマート社会へのシフト」、

「チャンスあふれる埼玉」、「魅力発信 埼玉」を最優先に取り組み、限りある財源を重点的

に配分した予算が編成されておるところでございます。

それでは、平成30年度の町政運営方針につきまして申し上げます。

これから本格化する人口減少、超少子高齢化社会に立ち向かうため、昨年度策定した第５次

上里町総合振興計画における将来像である「ひと・まち・自然が共に輝く ハーモニータウン

上里」の実現に向け各種施策を実行しております。

また、平成30年度においても、地方創生関連として、上里町まち・ひと・しごと創生総合戦
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略の各種施策への取り組みと効果検証を実施してまいります。

平成30年度の新たな事業を幾つか申し上げますと、公立保育所詳細設計業務委託、藤木戸勝

場線歩道整備工事費、神保原小学校・上里北中学校営繕工事等設計委託、上里中学校夜間照明

工事設計業務委託、上里町民体育館改修工事などを予定しておるところでございます。

ソフト面では、がん検診料等無償化、定住促進奨励金、防災マップ作成業務委託、消防団員

の準中型免許取得を推進、受付番号表示発券機、歴史観光ガイドマップの作成などを予定して

おります。

また、上里中学校の外構整備を引き続き実施し、グラウンド整備・緑地整備・防球ネット設

置等を行い、平成27年度より実施してまいりました外構整備事業を完成させる予定でございま

す。

平成30年度も第５次上里町総合振興計画とまち・ひと・しごと創生総合戦略の双方の施策を

中心に、行政運営を取り組んでまいります。

続きまして、平成30年度当初予算の概要について申し上げます。

上里町の財政状況は、歳入の町税におきましては、景気動向を踏まえ増収が見込まれるとこ

ろでございます。

また、社会保障経費や小・中学校改修工事等による借入金の償還額の増加など経常経費の増

加が見込まれております。このような状況下で施策の優先順位づけを行い、限られた財源を最

大限効果的かつ効率的に執行していくことが重要であると考えております。

当初予算の編成に当たりましては、町税の増収を見込むとともに、国の地方財政計画や平成

29年度決算見込み額をもとに、地方交付税、国庫支出金などさまざまな要因による歳入を適切

に見きわめながら、社会保障費など住民ニーズに対応した必要な歳出として予算編成を行った

ところでございます。

平成30年度一般会計予算は、前年度対比4.7％増額の87億5,430万円、特別会計４会計予算は、

前年度対比マイナス12.6％の53億2,028万2,000円、企業会計２会計は、歳出ベースで前年度対

比マイナス3.6％の13億4,401万9,000円といたしたところでございます。

平成30年度当初予算における主な増減理由について、歳入面では、町税、地方消費税交付金、

さらに、民間保育所整備事業、障害者福祉サービス費、障害児通所給付費などによる国庫支出

金、県支出金が増額となっております。一方、株式等譲渡所得交付金、コミュニティ助成事業

により諸収入などが減額となっております。

歳入のかなめとなる町税は増収を見込んでおりますが、引き続き厳しい社会情勢にある中で

も、基金の有効活用などにより地方債発行額の抑制に努めてまいります。

歳出面では、第５次上里町総合振興計画、地方創生のそれぞれの主要施策に重点を置き、新
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規や継続事業を実施してまいります。社会福祉事業、子育て支援事業、生活道路の整備、公共

施設の修繕工事、子供たちの教育環境の整備など多くの案件がございますが、１つずつ着実に

平成30年度も事業を遂行してまいりたいと考えております。

まだまだ厳しい社会情勢の中ではありますが、町民の視点に立ち、町民生活の安全や福祉の

向上を最優先した施策を実施するとともに、「住んでよかった町 上里町、住んでみたい町

上里町」と思われる町づくりを町民の皆さんと一緒になって進めてまいります。

以上が、予算を含めた施政方針とさせていただきたいと思います。

最後になりますが、12月定例議会以後の行政報告を申し上げます。

主なものとして、１月７日に第64回成人式がワープ上里において行われ、341人の方が新成

人として大人の仲間入りをし、新たな門出を祝いました。

１月11日より３日間、上里町文化振興協会、上里町、一般財団法人地域創造の共催により、

公共ホール音楽活性化事業を実施いたしました。プロのバイオリニストを迎え、萠美保育園、

神保原小学校、長幡小学校、公民館利用団体に対し、訪問コンサートを実施いたしました。最

終日には、ワープ上里でコンサートを開催し、多くの方がプロの演奏に酔いしれたところでご

ざいます。

２月９日に、行田市教育センターで開催されました第18回交通安全教育技能コンクール方面

別大会において、本庄警察署と上里町役場の合同チームが、高齢者を対象にした寸劇を披露し

準優勝をしました。４月に行われる県大会に出場することになりました。

２月11日、ワープ上里で開催されたレクリエーション協会交通安全カラオケ祭りが行われ、

交通安全や振り込め詐欺の啓発のため、おまわりさん・子供歌舞伎が上演され大変好評でした。

本庄警察署の協力のもと、子供たちの歌舞伎により上里町の交通事故の状況や対策、振り込め

詐欺手口の紹介をし、啓発を行ったところでございます。

また、３月25日には、第27回上里町乾武マラソン大会が開催されます。今回はゲストランナ

ーに、オリンピックや国内外のマラソン大会で活躍されたホクレンスポーツ・アンバサダーの

赤羽有紀子さんをお迎えし、21種目1,651名のランナーの参加で盛大に開催されます。春の日

差しの中、力走するランナーを、たくさんの皆さんと応援したいと思っておるところでござい

ます。

４月８日には堤調節池運動公園において、第６回かみさと桜まつりが実施されます。桜の開

花予想が例年並みとのことでございますが、満開の桜のもと盛大に開催できることを願い、現

在、準備を進めておるところでございます。

以上をもちまして行政報告とさせていただきますが、議員各位におかれましては、これから

新たな新年を迎えますが、町政発展のため、引き続き、御指導、御協力をお願い申し上げまし
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て、私の施政方針及び行政報告とさせていただきます。御清聴を心より感謝を申し上げます。

○議長（納谷克俊君） 以上で町長の施政方針及び行政報告を終わります。

──────────────────◇──────────────────

◎日程第５ 諸報告について

○議長（納谷克俊君） 日程第５、諸報告について。

今期定例会において、本日までに受理した請願及び陳情はありません。

次に、規則等の制定及び一部改正が、報告事項として提出があり、お手元に配付しておきま

したので御了承願います。

次に、本定例会に説明員として、地方自治法第121条第１項の規定により、町長ほか関係者

の出席を求めました。

以上で諸報告を終わります。

暫時休憩いたします。

午前９時３４分休憩

────────────────────────────────────

午前９時４５分再開

○議長（納谷克俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

──────────────────◇──────────────────

◎日程の追加について

○議長（納谷克俊君） ただいま戸矢隆光議員から、議員の辞職願が提出されました。

お諮りいたします。

戸矢隆光議員の議員辞職の件を日程に追加し、日程の順序を変更し、直ちに議題とすること

に御異議ありませんか。

〔「異議なし」の声あり〕

○議長（納谷克俊君） 御異議なしと認めます。

よって、戸矢隆光議員の議員辞職の件を日程に追加し、日程の順序を変更し、直ちに議題と

することに決定しました。

──────────────────◇──────────────────

◎日程第４７ 議員辞職について

○議長（納谷克俊君） 日程第47、戸矢隆光議員の議員辞職の件を議題といたします。

地方自治法第117条の規定により、戸矢隆光議員の退席を求めます。

〔戸矢隆光議員退席〕

○議長（納谷克俊君） 事務局をして辞職願を朗読させます。
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事務局長。

〔事務局朗読〕

○議長（納谷克俊君） お諮りいたします。

戸矢隆光議員の議員辞職を許可することに御異議ありませんか。

〔「異議なし」の声あり〕

○議長（納谷克俊君） 御異議なしと認めます。

よって、戸矢隆光議員の議員辞職を許可することに決定しました。

暫時休憩いたします。

午前９時４７分休憩

────────────────────────────────────

午前９時５２分再開

○議長（納谷克俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

──────────────────◇──────────────────

◎日程第６ 一般質問について

○議長（納谷克俊君） 日程第６、一般質問についての件を議題といたします。

会議規則第61条の規定により、一般質問の通告がありましたので、通告に従い、発言を許可

いたします。

11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） おはようございます。議席番号11番日本共産党の沓澤幸子です。

通告に従い一般質問を行います。

今回の質問は子育て支援について、生活保障対策について、公園整備についての３点です。

順次質問をさせていただきます。

１、子育て支援について。

①公立保育園の定員規模と子育て支援センターについて。

公立の新保育園の定員規模は70名と聞いていますが、定員と各年齢別定員数について確認す

るのと同時に、定員に対する園舎の総床面積についてお聞きします。

12月に、平屋建ての保育園に併設して、子育て世代包括支援センターは、妊娠期から子育て

期にわたる切れ目ない支援を提供する体制を整えたいと答弁されていました。しかし、指摘し

たとおり、中央公民館跡地は中央保育園と同程度の限られた施設のため、保育園は２階建ての

提案がされているようにお聞きしました。いざという場合の安全面からいっても、保育園は平

屋建てが理想的です。むしろ、支援センターは保育園の併設にこだわらず、（仮称）健康増進
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センターとの併設またはその近くに建設してはどうでしょうか。（仮称）健康増進センター建

設地は、老人センター、保健センターとあわせ中央保育園の跡地も利用できます。妊娠期から

子育て期の支援の場としては、保育士と同時に保健師の役割も大事になってまいります。保育

園と併設しなくても、保育士や保健師などをきちんと配置することが大事なのではないでしょ

うか。子育て支援センターの建設場所を変えることで、保育園の子供たちにとっても広い庭の

確保が可能になりますので、町長に質問をいたします。

②町内全体の保育園設置計画について。

町全体の保育園の定員は、既存の民間保育園において50名の増員が図られ540名になります。

公立は50名減って70名になるようでありますが、七本木地域に110名の民間保育園が新設され

る予定であり、町全体の定員数は720名になる予定です。以前、公立保育園をなくしたら長幡

地域に保育園がなくなってしまうのではないかと質問しましたところ、町長は、民間で長幡地

域につくりたいという要望もあると答弁されていました。

上里町子ども・子育て支援計画を作成するに当たって行ったアンケートでは、未就学児童の

保護者への設問で、施設サービスを選ぶときに大事にする点の第１番は自宅から近いことであ

り75.6％でした。公民館も児童館も地域にバランスよく配置されています。新年度の長幡保育

園入所希望者は64名と需要もあります。子育て支援施設の１番とも言える保育園を、長幡地域

からなくしてよいのかどうか。今後も長幡地域には民間誘致を積極的に行う必要があると考え

ているのかどうかお聞きしたいと思います。

③子育て支援センターの役割と児童館の有効活用について。

上里町には全小学校区に児童館がありますが、児童館の利用者は午後の放課後児童クラブ生

が中心であり、乳幼児や一般の児童・生徒たちの利用は伸び悩んできました。しかし、子育て

中の方々のニーズがないわけではありません。

例えば、男女参画推進センターのセミナーホールで月２回開催しているつどいの広場を12月

に見学させていただきました。15組ほどの親子連れが大変和やかに交流をしていたところです。

一方で、同じ施設内の児童館はあいています。つどいの広場ではボランティアさんが、こんに

ちは、よく来たねと温かく迎え入れてくれています。立派な建物があっても、訪れたときに誰

もいなければ利用されないのです。温かく迎える人がいるから利用者が集まり、交流が広がり、

子育てについて教えたり学んだりの輪ができ、結果として子育て支援になっていくのではない

でしょうか。

また、乳幼児のうちは睡眠回数も多く、離乳食の準備などもあるため、支援の場所も自宅か

ら近いことは大事な要素です。町の中心に子育て支援センターをつくることと合わせ、既存の

各地域にある児童館の午前中の職員体制を整え、つどいの広場のように、子育て中の親子連れ
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が集えるよう有効活用することについてお聞きしたいと思います。

④乳幼児おむつ等購入費助成制度について。

この制度はできてから２年目であり、申請期間が１年間ということから、今年度初めて交付

状況がつかめたところだと思います。お聞きしましたところ大変高い申請率とのことであり、

助成制度が若い親御さんに喜ばれていることが伺えます。

昨年、この申請に当たり、煩わしいレシートの添付をなくすことや金額の引き上げなどにつ

いて質問しましたところ、町長は、検討したいと答弁されました。前回も述べたとおり、１カ

月１袋と計算しても助成金の１万円以上になるわけであります。難しい検討課題ではないと思

いますので、どのように検討され改善されるのかお聞きしたいと思います。

２、生活保障対策について。いわゆる貧困対策です。

①生活保護費について。

今年は５年に１度の生活扶助基準の見直しの年です。政府は、最大５％、平均1.8％、年間

210億円、国費分で160億円の引き下げ方針を打ち出しています。2013年に、最大10％、平均

6.5％、年間890億円、国費分670億円の引き下げがあったときには、支給日前になると１日２

食にしても足りなくて友人のお世話になっているという相談もありました。

こうした生活の上に連続引き下げを行うというわけです。

政府は、国民の一番所得が低い10％の階層の消費実態と生活扶助基準を比較して、一般低所

得者との均衡を図るための引き下げと説明しています。所得が最も少ない10％の層の所得は

1999年の162万円が下がり続け、2014年には133万円と15年間で29万円も下がっているのです。

収入下位10％には、生活保護基準以下で暮らしている方が多く含まれているため、この比較で

見直すならば保護基準の再現のない引き下げが起こります。健康で文化的な生活を保障できる

きちんとした基準が必要です。むしろ、こうした層にこそ支援が必要なのではないでしょうか。

今回の生活扶助基準の連続引き下げについて町長の見解をお聞きすると同時に、生活保護費の

削減は、低所得者向けの国の42制度に影響することは厚生労働省が明らかにしています。住民

税、保育料、介護保険料、就学援助などに連動する重大な問題です。2013年度の引き下げ時に

も他の制度に連動しないよう求めましたが、どのように対応してきたのか。今後も連動させな

いことについてどのような考えを持っているのか伺いたいと思います。

②生活困窮者の国保税、介護保険料の軽減及び免除基準について。

国保税は所得の１割を超え、保険料の所得の占める割合が最も高くなっています。退職被保

険者など高齢者が多い上に、見直しのたびに上がり続ける介護保険料も加わって、高齢者の生

活困窮は本当に激しくなっております。町には、国民健康保険税条例の減免基準判定表があり

ますが、基準表をつくって以来、低所得者の申請軽減はどのように行われてきたのでしょうか。
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住民に、減免基準についてどのように周知してきたのでしょうか伺いたいと思います。

前年度と比べ収入が何割減った場合などの減免はわかりやすいのですが、恒常的に生活が苦

しい場合の減免についてもわかりやすく示す必要があるのではないでしょうか。国保税は、介

護保険料を払うと生活保護基準以下になってしまう場合は、滞納処分の停止が適切に運用され

る必要があると思います。国保税の差し押さえ禁止の基準や滞納処分の執行停止の基準につい

て、厚生労働省が昨年の夏、都道府県に周知した内容は、１カ月ごとに10万円と生計を一にす

る配偶者その他の親族があるときは、１人につき４万5,000円を加算した額は差し押さえるこ

とができないという内容です。滞納処分の停止における生活困窮の基準についても、同基準額

の生活になるおそれがある場合は滞納処分の執行停止ができる。こうした内容を、町民にどの

ように周知徹底するお考えなのかお聞きしたいと思います。

③国保税の多子世帯の均等割の負担軽減について。

12月議会では十分な議論ができませんでしたので、再度お聞きします。

国保の広域化移行に当たり、スムーズに移行したいという町長の考えのもと、上里町は課税

方式も４方式で保険料も変えないまま、県単位化の新制度に移行するようです。そのため、２

方式と比較した場合の均等割額は上がらずに済みました。しかし、現状でも国保分１万5,000

円、後期高齢者支援金分8,000円であり、子供１人当たりの均等割は２万3,000円にもなります。

子供が増えれば負担は増えますので、所得がない多子世帯ほどその負担は大きくなります。ふ

じみ野市、富士見市においては、第３子の均等割は免除と決定しています。上里町でもそうし

た決断をしていただきたいのですがどのようにお考えでしょうかお聞きします。

３、公園整備について。

烏神流川河川公園整備構想について。

インター西側の烏川・神流川総合運動公園については町長の公約でもありました。2016年12

月には、河川管理者である高崎河川国道事務所へ相談した結果、国による整備や国庫補助制度

の活用はできなくなっているとのことでしたが、町長は、今後、河川管理者やインター周辺事

業者などの関係機関との意見交換会や実現化方策などの勉強会を立ち上げて検討したいと、そ

の後も意欲を示されていました。その後の検討内容と関係機関との話し合い状況についてお聞

きしたいと思います。

②忍保運動公園の遊具の広場等の改善について。

春めいてきて草花が芽吹く季節になりました。１年前、忍保パブリック運動公園の、主に遊

具の広場の草対策について、町長は、公園が整備されて以来芝生は一回も張りかえていないの

で、何とかしなければならないと考えていると答弁されました。駐車場についても、不足して

いる状況ではないが、公園入り口近くの遊具の広場付近への駐車場整備の必要性も認められ、
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早急に検討したいと答弁されていましたので、どのような検討がされたのかお聞きしたいと思

います。

同時に、公園の管理方法として提案があります。

野球場とソフトボール場の管理は現在のままでよいと思いますが、それ以外のグラウンドゴ

ルフ場や児童遊具広場などの除草は、現在は年間260万円の委託契約によって年９回ほどの除

草作業が行われているわけでありますが、繁茂期においては除草作業が追いつかないために、

毎年のように草対策が課題になってきました。

こうしたことから、草の繁茂する５月から10月までの間などを中心に、忍保パブリック運動

公園など町を代表する公園については常駐の管理に切りかえてはどうでしょうか。野球場等を

除いた広さは約４ヘクタールです。一気に全体を刈るのではなく、計画的に毎日少しずつ刈る

ことで常にきれいに維持できるのではないかと考えます。草が生い茂っていて遊べないことが

ないようにすることが第一課題と考えます。

また、公園の遊具についても、子供たちの意見を取り入れて、もう少し魅力的なものを設置

するなど、遊具の広場を改善し魅力的なものにすることについて町長にお聞きし１回目の質問

とさせていただきます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員の質問に対して、町長の答弁を求めます。

町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 沓澤議員の公立保育園の定員規模と子育て支援センターについての御

質問にお答えをさせていただきたいと思います。

現在、公立保育園の定員規模、建設規模につきましては、保育所等建設検討委員会において、

平成32年４月開園に向けた協議が終了し、２月20日に委員長より報告書が提出されてきたとこ

ろでございます。

報告書では、まず、公立保育所の定員規模につきましては、今後、上里町保育定員が、民間

保育園の増改築による定員増や新設園の進出などにより大幅に増加する見込みとなり、民間保

育所の定員計画と上里町の保育必要数を踏まえ、70人が適切であるとの報告をいただいたとこ

ろでございます。

また、建設規模は、今後の保育必要数が大幅に増えても対応できるよう、保育室面積は40平

米を基準に整備し、子育て世代包括支援センターは、事務室、相談室、授乳室に加え、来所し

た児童が遊べるふれあいルームを備える整備が望ましいとの報告をいただいたところでござい

ます。

今回御提出いただいた報告書に沿って、来年度の実施計画に反映し計画を進めてまいりたい



－17－

と、このように考えておるところでございます。

また、延べ床面積はいかほどかという御質問でございますけれども、基本設計では1,000㎡

程度とする予定であると思います。主な設備を申し上げますと、保育室（０歳児から５歳児）

40㎡×６室。3.3㎡／１人（０から１歳児）、1.98㎡／１人（２から５歳）。遊戯室は144.5㎡、

事務室（医務室兼）67平米、面積基準はないわけでございます。給食室（調理室、調理室前室、

食品保管庫、下処理室を含む）100平米、これは面積基準はないわけでございます。

次に、町の予定している併設機能について。

子育て世代包括支援センターは、妊産婦や乳幼児等を対象とした各種相談業務及び対象者と

関係機関をつなぐ業務を行い、子ども家庭総合支援拠点は、虐待等で支援が必要な子供や家庭

等に係る福祉事務事業を行うものでございます。そのため、常時相談者が訪問する場所ではな

いことから、事務スペースや相談スペースを双方で使用することを想定しておるところでござ

います。

保育園に併設する理由といたしましては、より効果的な支援につなげるために、同一機関が

支援拠点と子育て世代包括支援センターの２つの機能を担い、一体的な支援を実施することが

求められておるためでございます。

次に、町全体の保育施設計画についての御質問にお答えを申し上げます。

町全体の保育園設計計画につきましては、平成27年３月に策定した上里町子ども・子育て支

援事業の中で、教育・保育等の量の見込みと提供体制の確保として定めているところでござい

ます。

教育・保育提供区域の設定に当たりましては、区域内の量の調整に柔軟に対応できることや、

勤務状況に合わせた保育園利用、教育・保育の特性を踏まえた選択肢など、利用者の細かなニ

ーズに柔軟に対応できることの判断から、小学校単位などによる地域区分ではなく、町全体を

１つの区域として定めておるところでございます。

このことにより、平成29年12月に開催されました上里町子ども・子育て会議におきましても、

町の現状に応じて、町全体の必要量を基準とし、その量の見込みと確保方策について定員変更

を行ったところでございます。

その内訳といたしますと、萠美保育園が認定こども園への移行により10人、れいんぼー保育

園が30人、ひまわり保育園が移転に伴い10人それぞれ増員となり、合計50人増の定員変更を行

いました。今後も、町内民間保育園の定員増と新設及び公立保育園の統合等に対しましては上

里町子ども・子育て会議を開催し、順次対応していきたいと、このように考えておるところで

ございます。

次に、保育施設は七本木地域への偏りがあるのではないかという御質問でございますけれど
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も、近年、交通手段等の発達により、上里町の住民の通勤、通学、買い物等の生活圏も小学校

区内に限定されず、町内全域から近隣市町まで及んでおるところでございます。このことによ

り、保育施設の立地状況からは七本木地域への偏りがあるように見受けられますが、町全体を

１つの生活圏として考えた場合は、保育の提供に垣根はないと考えております。

また、議員御質問の地域間格差につきましては、平成31年度策定予定の第２期上里町子ど

も・子育て支援事業計画の準備として、来年度、教育・保育や子育て支援のニーズ調査を実施

する予定でございます。その中で、教育・保育の格差等も含めた保護者の意見を把握したいと

考えておるところでございます。

次に、子育て支援センターの役割と児童館の有効活用についての御質問にお答えを申し上げ

ます。

子育て世代包括支援センターにつきまして、平成29年３月に策定した第５次上里町総合振興

計画（前期基本計画）において、子育てに関する相談、情報提供、交流の場としての整備を掲

げておるところでございます。

その設置場所は、平成32年４月開園の保育所の併設機能として設置することが望ましいと、

保育所建設検討委員会から報告がなされたところでございます。その理由といたしますと、公

立保育所は地域の子供を育てる子育て支援の拠点としての役割を担う場であることから、子供

の発達段階における状態の変化を早期発見ができる場、あわせて、相談ができる場を併設する

ことで、乳幼児期から将来にわたる支援を可能にすることができるというものでございます。

国の定めるまち・ひと・しごと創生基本方針（平成27年６月30日閣議決定）において、子育

て世代包括支援センターについては地域の実情に踏まえながら、平成32年までに全国展開を目

指すと位置づけられております。そのため、同時期の開設である新園舎への併設を考えたとこ

ろでございます。

次に、議員の質問の各地域の児童館の午前中を活用できないかについてでございます。

現在、各児童館では、子育て支援事業といたしまして、幼稚園、保育園の就園前の家庭で育

児をしている親子を対象に育児教室を実施しており、遊びを通して親子のコミュニケーション

を図り、子育て中の親同士の触れ合いを通して、子育てについて考え、育児に対する認識の向

上を図っております。

その内容といたしましては、親子体操教室やママビクス、ベビーダンスなど親子で体を動か

したり、ピアノの音楽に合わせてリズム遊びをするリトミックや、親子でつくる季節の工作や

手遊びなどを各館ごとに実施しております。しかし、事業の実施されない日曜日には来館者が

少ない状況がございます。そこで、現在、放課後児童クラブ生が集まるまでの児童館を未就学

児の親子の集える場としての役割を担えるよう、５館で協力し検討しているところでございま
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す。

また、公立保育所開所後に、併設の子育て世代包括支援センターより児童館へ専門スタッフ

を派遣し相談事業を行うことにつきましては、今後、児童館と密接に連携し、保護者からの意

見や児童館アンケートも取り入れながら運営できるか検討していきたい、このように考えてお

るところでございます。

次に、４番の乳幼児おむつ等購入費助成についての御質問をいただいたところでございます。

現在、上里町では、まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づいた子育て支援施策の充実に向

け、平成28年４月１日から、上里町乳児おむつ購入費助成金支給事業を開始しております。

まず初めに、平成28年度の支給対象児童における申請率についてでございますが、193名の

支給対象児童に対し、平成30年２月末までに178名分の申請がありましたので、92％と高い申

請率となっておるところでございます。

なお、昨年の３月末の申請率と比較いたしますと96名分申請があり、約50％の申請率でござ

いますので、翌年度に申請する方も大変多くなっておるところでございます。

次に、現金での支給についてでございますが、この購入費助成制度は、少子化対策における

子育て支援策として実施するものでございます。

そこで、本事業は、出生した子供に直接役立ち、あわせて、子育て世帯への経済的負担の軽

減を図り、子供を産み育てる世帯が増えることを目的としておりますので、出産祝い金などと

同じ単なる支給事業に変更することは現段階では考えがたいものであります。

なお、この事業につきましては、上里町まち・ひと・しごと創生総合戦略の中で５年間取り

組むこととなっておりますので、今後も事業を継続し、利用者からの声を聞きながら、よりよ

い実施方法について考えていきたいと、このように考えておるところでございます。

続きまして、生活保障対策についての生活保護費についてでございます。

生活保護は、資産や能力等全てを活用しても、なお、生活に困窮する方に対し、困窮の程度

に応じて必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保障し、その自立を助長する制

度でございます。

上里町でも、平成30年２月現在で261世帯、371人が受給しており、年々増加傾向にあります。

生活保護費は、世帯ごとの基準額を定めている最低生活費認定調書を使用し、対象者の状況に

応じて決定されます。国は、全国消費実態調査などをもとに、生活保護基準の見直しを５年ご

とに実施しており、今回、平成30年10月から３年にわたり段階的に引き下げるとしております。

受給額としては、最大で５％減額となり、町村部より都市部の世帯で減額になる傾向が強いよ

うでございます。国は、引き下げの根拠を、受給者以外の低所得世帯の消費実態との均衡とし

ており、食費や光熱水費などの生活扶助費を引き下げるとしております。
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議員のお話にもありましたが、生活保護費が引き下げられることで、受給世帯以外の低所得

世帯が影響を受ける場合が考えられます。生活保護費の引き下げに伴い、税制改正により住民

税の非課税基準も引き下げられた場合には、社会保障分野などの各種サービス助成への影響が

及びます。また、就学援助費や保育料などの制度では、決定における過程で、生活保護の最低

生活費基準を参考にしているため、最低生活費が引き下がることで影響が及ぶ場合がございま

す。

今回の生活保護費の引き下げに係る詳細の情報や、地方単独事業制度に生じる影響への対応

方針などにつきましては、現在のところ、国や県から示されておらない状況でございます。生

活保護費の引き下げの影響を受ける各種制度につきましては、国や県の動向を注視し、各種制

度の趣旨や目的、実態などを考慮しながら対応してまいりたいと、このように考えておるとこ

ろでございます。

次に、生活困窮者の国保税、介護保険料の軽減及び免除基準についてでございます。

まず、国民健康保険税についてでございますが、国民健康保険税は低所得者に対する軽減措

置があり、その世帯の所得状況により、応益割を７割・５割・２割減しております。また、会

社都合で離職されて国民健康保険に加入する場合などは、申請により税が軽減されます。

国民健康保険税の減免につきましては、国民健康保険税条例に基づく国民健康保険税の減免

基準を定めております。その中で、生活保護に移行される方は、その年の国民健康保険税が全

額免除となりますが、生活保護世帯に準じた収入の世帯につきましては、生活保護費の算定準

を準用して減免の率を算定しておるわけでございます。生活保護の基準が下がれば、税の減免

基準もあわせて下がることになります。

なお、減免の判定には前年からの収入激減だけでなく、申請前後３カ月の収入状況を勘案し

ます。直近で継続して収入も蓄えもないようでしたら減免の可能性も出てまいりますので、御

相談の中で、必要に応じて案内を差し上げておるところでございます。

また、国民健康保険の短期証・資格証につきましては、期限を守って納付している方との公

平性を保つ必要があり、法的にも規定されておりますので、引き続き運用してまいります。国

民健康保険税を支払うことにより、生活保護世帯より厳しくなるような場合には、そのような

状況もあわせて相談をいただきまして、関係部署と連携を図ってまいるところでございます。

あわせて、住民税には、生活保護基準の級地区分による、市町村条例で定める非課税限度額

がございます。地方税法の改正が行われて非課税限度額が引き下げられれば、これまでの非課

税者が課税となる場合があります。住民税が課税か非課税かによって、各サービスの判定基準

にも影響が出てきますので、国の動きを注視してまいりたいと考えております。

また、介護保険料につきましては、軽減は、第１段階の方は基準額の５％を国・県・町によ
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る公費負担により軽減しており、第６期の保険料額としては、第１段階は２万7,900円のとこ

ろ２万5,100円となっておるところでございます。

介護保険料の減免につきましては、上里町介護保険条例の基準、事務取扱要領に基づき行っ

ております。町の条例は介護保険法に規定されており、具体的な表記とはなっておりませんが、

窓口等に相談のため来庁していただいた際には、御理解いただけるよう詳細な説明を心がけて

おるところでございます。

また、これら減免制度等の住民への周知につきましては、広報かみさと、ホームページ、納

付通知書同封の案内などでお伝えをしているところでございます。また、窓口で納付の相談を

受ける中、生活状況や財産状況をお聞きし、その方の生活再建のために必要な御案内を差し上

げております。支払い能力を判定して、納付緩和も視野に入れながら、減免についても必要に

応じて案内をしているところでございます。

今後も、減免基準の改正等に関しましては、国や県の動向及び示される内容を注視し、近隣

市町の状況や施策についても調査・研究をしてまいりたいと、このように考えておるところで

ございます。

次に、③の国保税の多子世帯の均等割の負担軽減についてでございます。

平成30年度の国民健康保険広域化に伴い、上里町の税率改正・課税方式につきましては、国

民健康保険運営協議会に諮問し審査を重ねてきたところでございますが、国からも加入者の急

激な負担増を避け、円滑な制度移行を重視するようにとの指示があり、平成30年度は税率・課

税方式につきましても据え置くべきだという答申を受けております。

これまでの試算では、県への納付金が非常に大きいものとなり、税率も大幅に上げなくては

ならないのではないかと心配しておりましたが、税の不足に対し、激変緩和のための公費投入

が行われることになり、30年度予算案における町の繰入金は当初の見込みより落ち着いたもの

となっておるところでございます。しかし、赤字であることは変わりはなく、また激変緩和措

置分も税で賄わなくてはならないため、今後平成30年度の決算を見て、計画的に税率と賦課方

式の改正を行っていく必要がございます。

県全体で統一保険料を目指すには、賦課方式も現在の４方式から２方式へと変更していく必

要があります。資産割と平等割をなくし、応能割である所得割と、応益割である均等割を５対

５の配分に近づけるものでございます。現在７対３に近い上里町の現状からすると、人数に応

じて計算される均等割について税の比重が大きくなることが予想されるものでございます。

多子世帯に係る均等割の負担軽減の例では、県内ではふじみ野市と富士見市が平成30年度よ

り第３子以降の均等割を無償化するようでございます。赤字である状況で、さらに国民健康保

険税を減額することは、一般会計への負担を大きくすることでもありますので、上里町ではこ



－22－

れらの事案を研究して、慎重に検討してまいりたいと思うところでございます。

次に、３、公園整備についての烏神流川河川公園整備構想についてお答えを申し上げます。

烏神流川河川公園につきましては、平成28年12月議会で沓澤議員から御質問をいただいた経

緯がございます。

これまで、烏川神流川総合運動公園では、忍保パブリック公園や上里ゴルフ場、宮多目的運

動場が整備されております。上里スマートインターチェンジ西側につきましては、花を楽しめ

るピクニック広場やアスレチックができる健康広場などの遊戯・休養ゾーンとして位置づけら

れておるところでございます。

上里スマートインターチェンジ周辺では、下り線側では大和ハウス工業が東側敷地の造成工

事に着手されております。上り線側には上里カンターレや中央軒煎餅がオープンし、昨年11月

には農産物直売所やレストランを有するアグリパーク上里がオープンしました。隣接する店舗

の来客数の増加など相乗効果も上がっていると聞いておるところでございます。

これらを踏まえて、町では上里サービスエリア周辺地区整備事業推進計画庁内連絡協議会に

おいて、公園整備の先進事例の研究として、深谷市にあります埼玉県農林公園及び杉戸町にあ

ります道の駅アグリパークゆめすぎとの視察を行いました。両施設とも、管理運営方法や事業

実績等について担当者から聞き取りを行い、本公園整備の参考としていく予定をしておるとこ

ろでございます。

また、上里スマートインターチェンジ周辺に立地した民間事業者３社との事務レベルでの情

報交換や、今後の連携方法について定期的に打ち合わせを行っておりまして、その際、周辺地

域等についての意見交換も行っております。いただいた意見といたしましては、神流川河川敷

にイベント広場やジョギングコースの設置といったものがありました。

神流川では、これまでに、隣接する神川町において、国が遊歩道や護岸等の河川環境整備を

４億円程度の事業費で実施したということでございます。私も、上里スマートインターチェン

ジ西側では、河川敷の環境を生かした水辺公園やバーベキュー広場といった憩いの場所に望ま

しいと考えておりました。国の事業で是非実施していただきたかったところでございますが、

現在では状況が変わりまして、国が整備する事業がなくなっておるわけでございます。

今年度、国の高崎河川国道事務所に相談をしたところ、これまでの河川環境整備事業のよう

なものはできないが、維持管理の範囲で樹木の伐採やちょっとした階段護岸の設置など、内容

によっては協力できるようなお話も伺っております。そのため、町が実施するに当たっては、

費用面や維持管理といった問題がございますが、スマートインターチェンジ周辺地域の整備に

ついて、関係する民間事業者や国等と意見交換をしながら、引き続き、実現化に向けて研究を

してまいりたいと考えておるところでございます。
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次に、忍保運動公園の遊具の広場等の改善についてお答え申し上げます。

忍保運動公園は多目的運動場として、野球場４面、ソフトボール場２面、児童遊具広場、グ

ラウンドゴルフ場などが整備された施設でございます。

町では忍保パブリック公園全体の維持管理をしており、そのうち野球場では、練習や試合等

で利用している各団体の皆さんにも細かな施設管理をしていただいておるところでございます。

また、児童遊具広場やグラウンドゴルフ場は、憩いの広場として、また、健康づくり・体力

づくりの場として町民の皆さんに広く利用していただいているところでございます。

児童遊具広場やグラウンドゴルフ場は、面積3.8ヘクタールで、維持管理として、除草、週

２回の場内の清掃をするなどを含めまして年間約260万円でシルバー人材センターへ委託して

おります。その中でグラウンドゴルフ場は９回、児童遊具広場は６回、他の植え込み３回の除

草作業を実施しておるところでございます。

今年度はグラウンドゴルフ場につきましては、除草時期について協会と連絡を密にし、大会

時期や現地の状況により実施し、児童遊具広場なども同様に除草の頻度を変えるなど、限られ

た予算の中で工夫をしてまいりたいと考えておるところでございます。

芝の管理につきましては、４月から10月にかけ、７日に１度刈り込み……。

次に、忍保運動公園の児童遊具広場とグラウンドゴルフ場につきましては、１回の作業で五、

六人の人員が短期間で作業しておるところでございます。敷地面積も広く、係員常駐で管理す

る場合には、常駐人数や管理内容など、今後の管理方法については十分検討する必要があり、

契約方法についても調査・研究してまいりたいと考えております。

忍保パブリック公園の児童遊具広場には、木製複合遊具とターザンロープがございますが、

設置後25年が経過し、毎年１回の点検を行い、必要に応じて修繕等の対応をしてきている状況

でございます。忍保パブリック公園に限らず、町内の公園の遊具は劣化が進んでおり、使用中

止としている遊具が多数ございます。昨年10月に完成したあおぞらパーク、来年度３号公園が

完成いたしますと公園の新設が一段落いたします。今後は、町内の既存公園についてリニュー

アルといったことも考えていかなければならないと思います。その中で、忍保パブリック公園

につきましても、遊具の新設や駐車場の整備を行ってまいりたいと、このように考えておると

ころでございます。

以上でございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） それでは再質問をさせていただきます。

まずは子育て支援についての部分のところなのですけれども、公立は民間のめどが立ってき
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たということで70名定員という、当初80名という話も聞いていたのですけれども落ち着いたよ

うであります。それはそれでいいのですけれども、やはり保育園は平屋で、どの教室からも園

庭にすぐ出られるような、また、いろいろな避難とかの場合でもそういう形が理想的ではない

かなというふうに思います。都会で敷地がない場合においては、どうしても２階建て、３階建

てとなりますけれども、みずからなかなか逃げられない、そういうところにおいては安全を優

先すべきではないかなというふうに思います。

町長が、公立保育園に併設することで、一体的に発達を見たりとかそういうことができるの

で、一体的な支援ができるのでそこを推進したいということでありますけれども、私も当初は、

こういう狭い場所に保育園が決定するとは思っていませんでしたので、新しい町立保育園がで

きたときには、そういう場所に子育て支援センターを併設してくださいと言った経緯もありま

す。しかしながら、いろいろなことを考えていったときに、最低基準よりもちょっと広めの保

育園をつくっていただくということもすごくすばらしいことだと思います。つくったからには

大事に使っていく。そうしたときに、やはり庭は広く確保してあげたいなということから、私

もいろいろと考えた結果、それでは一体的な支援としてふさわしい場所はないかなと思ったと

きに、やはり発達をきちんと見通せるというのは保健師の役割もすごく大きいわけです。

それで、保育士はもちろんですけれども、議会運営委員会で茨城県の美浦村に行ったときに、

みほふれ愛プラザというのを見学させていただいたのです。そこでは、子育て支援センターと

併設して地域の直売所、地域産品直売所というのが併設されているのです。そこのプレーンル

ーム、いわゆる子供たちが集うその場所には保健師さんが責任者で配置されておりました。保

育士さんですかとお聞きしたところ、私は保健師ですということでした。保育士ももちろん３

人いますと。そのほかにもパートさんだとかボランティアさんがいるんですよという説明があ

ったわけなのです。

保育士をきちんと配置すれば、特別そこにこだわらなくてもいいのではないかなというふう

に思うのですけれども、その辺について、町長は、どうしても保育園のもとでないと一体的な

支援ができないとお考えなのかどうかお聞きしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 今回の計画につきましては検討委員会でいろいろ検討させていただい

た経緯がございます。

沓澤議員からいろいろ今日まで御指摘もございましたけれども、ややそういう方向で、沓澤

議員もある程度はやむを得ないのではないかというような御意向であるように思うわけでござ

います。



－25－

保健師等が配属されて併設を、保育所と一緒に併設するということはどうしても必要欠かざ

るを得ないのではないかなと、そんなふうにも思っておるわけでございますので、今回の建設

に当たりましては、是非、沓澤議員の御理解も賜りたいとこのように考えておるところでござ

います。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） つくってしまってから移設するということは不可能なわけなのでも

う少し議論を、今までそういう提案はなかったと思うのです。今年度に入ってばたばたと中央

公民館跡地というのが浮上してきた経緯があります。それで、その狭い敷地内でどのように、

支援センターにもいいように、また保育園にもいいようにというふうに考えたときに、やはり

支援センターが移ったほうがどちらにとってもよいのではないかという提案なのです。それは

新しい提案でありますので、検討委員会の方々にも再度検討していただきたいなというふうに

思っているわけなのです。

この美浦村におきましては非常に珍しいケースだと思います。直売所が、入り口、玄関から

入って右側が直売所で、そして正面からがプレーンルームがあったり、２階には次世代の交流

の広場があったり研究室があったり、そういう形で子育て支援センターの一環である一時預か

りの部屋もありました。ですけれども、４月にオープンして10月には、子育て支援センターは

１万人の利用客を突破したという、そのぐらい画期的なところなのです。だから、保育園に併

設しなければ一体的な支援ができないということはないというふうに私は思うのです。

全国の子育て支援センターを見ましても単独の施設もいっぱいあります。もちろん、本庄市

のように保育園に併設しているところもあります。やはり広い敷地が確保されているからこそ

それが可能なわけでありまして、保育園に子育て支援センターを併設することによって、保育

園の子供たちの伸びやかに遊ぶスペースを狭めるのでは、両方にとってもマイナスではないか

というふうに思うのですけれども、再度お聞きしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 子育て包括支援センターは利用者支援事業、子育て支援事業、母子保

健事業などを活用し実施することが想定をされておるところでございます。そのために保健セ

ンターへの併設も可能と思われますが、既存の保健センターのスペース等も考えますと施設の

増改築が必要となり、あわせて、国が定める開設時期が平成32年までということでうたわれて

おるわけでございます。現段階ではそういうこともございまして、報告書にあるように、新園

舎に併設の方向で進めてまいりたいと、このように考えておるところでございます。



－26－

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 建設時期が限られているというのはわかるのですけれども、一回つ

くってしまうと、今公共施設をどのように維持管理して長寿命化していくかとかいう課題もあ

ると思うのですけれども、一回つくった施設は簡単には壊せないし大事に使っていかなくては

いけないと思います。そして、つくった施設は利用されてこそ価値があるわけでありまして、

一回つくったことで、庭が、ああ、もうちょっと広く欲しかったなと嘆きながらずっと20年、

30年と使っていくのか。広さ的なことを言えば、保健センターと老人センターを複合していこ

うという、そこのスペースと、今度は中央保育園の跡地が利用できるわけですから、あそこは

広々とスペースが確保できるというふうに思います。当面、その期限に間に合わないのであれ

ば、上里町には子育て支援の施設が、児童館が各地域に５館あるわけですからそれを有効活用

して対応を図るということも可能ではないかというふうに思いますけれども、再度お聞きした

いと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 先ほども申し上げましたけれども、国のほうでは、やはり平成32年ま

でを踏まえてつくれと。そういうふうなお達しでございます。保健センターと併設ということ

も非常に有効なことであると思います。しかしながらそれまでにはなかなか間に合わない。そ

ういうこともございますので、ひとつ御理解をいただきたいとこのように思っております。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 時間がないので②にいきたいと思います。

町内全体の保育園設置計画のところでアンケートはどのように生かされるのか。

やはり子育ての親御さんたちの８割近いわけですよ。75.6％が、施設サービスを選ぶときは

自宅から近いことを優先的に。だから、何を言おうと、利用者がこのような声を上げていて、

今年度の入所申し込みも長幡保育園は64名、需要がしっかりとあるわけなのですね。子育て支

援は誰のためにするのか。

では、町全体を生活圏と考えるならば、公民館も児童館も町全体で考えればいいということ

になるのかどうか。

町長は、以前、このいろいろな民間保育園が決まる以前の話ですけれども、長幡地域にも民

間の希望者があるから大丈夫だと言わんばかりの答弁だったと思います。公立がつくれないな

ら民間を積極的に長幡地域に誘致していく必要が─もう町長はおやめになるわけですので、
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いく必要があると考えるのかどうか。そのことについてお聞きしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 御指摘をいろいろいただいておるわけでございますけれども、長幡地

区にも、当初は、是非保育園が欲しいというような地元のお話もあったわけでございますけれ

ども、検討委員会でその辺のところもつぶさに検討したわけでございますけれども、長幡保育

園をつくってきた当初とは人口比率も非常に変わってきておるわけでございます。そういった

意味では、町全体を１つとして考えて、中央でやっていただけるということも非常に大切では

ないかなというふうに思っておるところでございます。また、検討委員会の中でも、特に長幡

地区ではいけないというようなお話もなかったようでございますので、それらを踏まえて決定

をさせていただいたところでございます。

当初は、長幡地区にも１つやりたいという民間の皆さんの方がおったわけでございますけれ

ども、その方もやる気はないというか、ほかに民間の方がやるということでございますのでそ

の方はやらないことになったわけでございますので、ひとつその辺のところも御理解をいただ

きたいと、このように思っておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 先ほど町長は、来年度ニーズを把握するというふうにおっしゃった

わけですけれども、2015年３月に、この子ども・子育て支援計画を作成するに当たってニーズ

を把握した結果が、自宅から近いことを求める声がこれだけ高かったわけです。新たにまたニ

ーズを把握しても、このニーズに応える姿勢がなければ意味がないと思うのですけれども、こ

んなに高いニーズをばっさりと切り捨ててよいのかどうかお聞きしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 今までのアンケート調査によりますと、近いところということで非常

に高かったわけでございます。今回の検討委員会の結果につきましては、いろいろ意見は出た

ようでございますけれども、そういった意見が非常に出されておらなかったということでもご

ざいます。これからアンケートを行うということは、中央にできますけれどもということでア

ンケートをとらせていただきたいと、このように考えおるところでございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 時間がないので③番にいきたいと思います。
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児童館の午前中の有効活用でありますけれども、各５館の児童館で検討をしているというこ

とでありました。これ長年の課題だと思います。本当に立派な施設があるのに利用されないで

いるというのは本当にもったいないわけなのです。

それで、やはり、今日は育児教室を開きます、今日は何々をしますというそういうことも計

画の中では必要だと思いますけれども、いつ行ってもスタッフがいて、そして、ちょっと疑問

に思っていたり悩んでいることを聞いてくれたりアドバイスをしてくれる。または、一緒にか

かわって遊んでくれる。そういう体制がやはり建物の中に人がいてこそなのだというふうに思

います。つどいの広場は本当に、初めて参加させていただきましたけれども、あったかくて、

ほこっと、初めてお邪魔しても、きっとこれなら溶け込めるなというようなよさがありました。

そういうものを是非、今日は何々しますというやり方とは別に、常にいつでも受け入れてくれ

る。行政側の都合ではなくて、住民が、今日は都合があるし子供の体調もいいから行きたいと

いったときに、行けば必ず迎え入れてくれる。そういう体制について検討する考えがあるのか

どうかお聞きしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 先ほども申し上げましたけれども、児童館の未就学児の親子集える場

として役割が担えるように、今５館で前向きに検討しておるところでございます。

いつ行っても、沓澤議員がおっしゃられるようにスタッフがいて、いろいろなアドバイスを

していただいたり遊んでくれるということ、いろいろなちょっとした指導ができるようなそう

いう体制づくりも整えていきたいと、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 乳幼児のおむつの購入費なのですけれども、５年間取り組むことに

なっているので、このまま５年間は様子を見たいという答弁だったかなというふうに思います

けれども、やはりこれだけ申請するということは、子育て世代の人たちが１万円でも本当に助

かるというそういうことなのだと思います。この助かる人たちをもっと助けてあげたいなとい

う。だから、絶対１万円では足りないわけでありますから、そこを、目的を子供たちに直接還

元するおむつ購入費に充てたいという考えはそれでいいと思います。名前を変えなさいとか言

っているわけではないのですけれども、それを、申請方法とかやり方の手順で、もっと受け取

りやすいように、レシートをつけなさいとかそういう煩雑なことをやめることはすぐにできる

のではないかと思いますので、再度お聞きします。

○議長（納谷克俊君） 町長。
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〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 町内の事業所で使えるクーポンやおむつ現物支給を検討していきたい

というふうに思っております。平成32年度の見直しどきまでにこれらを実施していきたいと、

このように考えております。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） ２番に移ります。

生活保護費のことなのですけれども、町長も言われたとおり、これは生活保護利用者だけで

はなくて、そこが下がることによってあらゆる低所得者の基準に、受けるサービス、制度の基

準にかかわってくるという内容です。

町長は、こういう最低、下位の、収入下位10％の人たちを基準に生活保護費を見直しのたび

に引き下げていくことについて、どのような見解をお持ちでしょうか。お聞きしたいと思いま

す。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 生活保護を受けている方にとりましては、生活保護費を引き下げると

いうことは大変であるなというふうに思っておるところでございます。町としてできることが

あればというふうに考えておるところでもございますので、これから検討してまいりたいと、

このように思っております。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 先ほども言いましたが、所得が最も少ない10％の層の所得は、1999

年から見ても、もう29万円も引き下がっています。それと同時に、ちょっと年代は変わります

けれども、社会保険料、19％上がっているのですね。国保税だとかいろいろな保険料。

そうすると、生活するお金というのが、実際使えるお金の枠がどんどん減っているというこ

とです。貧困ラインを引き下げるということは、今まで非課税だった人が課税される。生活内

容は改善されていないのに、もうあなたたちは十分生活できるんですよというふうになってし

まうわけです。そこが怖いと思うのですね。

それで、受ける制度については国や県の動向を注視してということでありますけれども、

国・県は─県はまだ言っていないですけれども、国はいろいろなものに連動させないような

方向を打ち出しているようでありますので、町としてもそのようにお願いしたいというふうに

思います。
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今現在、2013年度のときの引き下げはもっと大きかったわけですけれども、それはどのよう

な形になっているのか。どの制度を連動させずに食いとめてきたのかお聞きしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 現在のところ、今回の生活保護費の引き下げに伴う各種制度に生じる

影響への対応方針などにつきましては国や県から示されておりませんので、今後の情報や各種

制度の趣旨や財政負担の見直しなどを総合的に勘案して対応してまいりたいと、このように考

えておるわけでございますけれども、先ほど沓澤議員のおっしゃられてございます５年前の生

活保護費の引き下げに伴い、各種制度に生ずる影響への対応を申し上げますと、まず就学援助

制度では、準要保護認定基準の算定方式で影響を考慮し、引き下げ前の基準による算定してい

ますので影響は生じておらないようでございます。

次に、奨学資金貸付制度につきましては、同様に、認定にかかわる算定方式の影響を考慮し、

こちらも引き下げ前の基準により算定していますので影響が生じておらないようでございます。

続いて保育料でございますが、子供の両親の同居者がいる場合の保育料の決定に影響があり

ます。子供の両親の収入が最低生活費以下であった場合はその同居者の収入で算出され、最低

生活費以上だった場合には子供の両親の収入で算出されて保育料が決定されますので、こちら

は保育料が減額となっておるようでございます。

以上が、５年前の生活保護費引き下げからの各制度にかかわる対応状況でございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） ありがとうございます。

是非、国の動向も大事なのですけれども、これ大変なことであります。文化的な生活が送れ

るかどうか。所得の最低の人たちの生活が苦しくなれば生活保護基準を引き下げるというので

あれば、もうなし崩し的に引き下げになっていくわけでありますので、生活保護基準がもとに

あって、それよりも低い所得の人は、むしろその人たちは生活保護に制度を受ける対象者なの

ではないかというふうに私は思っています。

②の生活困窮者の国保税、介護保険料の軽減及び減免基準についてでありますけれども、相

談の中で減免を判定しているということでありますけれども、相談が受けやすくするためにも、

やはり徹底した周知が、このぐらいだと軽減の対象、減免の対象になるのですよ、執行停止に

なるのですよということがわかるような周知方法をしていただきたいと思いますけれども、答

弁をお願いしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。
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〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 住民への周知につきましては、広報かみさとやホームページ、納付通

知書等の案内などでお伝えをしているところでございます。また、窓口で納付の相談を受けて

いる中、生活状況や財産状況をお聞きしながら、その方の生活再建のために必要な御案内を差

し上げておるところでございます。支払い能力を判定して、納付緩和も視野に入れながら、減

免につきましても必要に応じて案内をしておるところでございます。

今後も減免基準の改正等に関しましては、国や県の動向を踏まえながら、近隣市町の状況も

踏まえながら調査・研究をしてまいりたいと、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 今現在、町がやっていることにあわせて、税務課のカウンターにも

そういう制度を知らしめるものを置くとか、張り紙でわかりやすくするなどの周知の方法も取

り入れていただきたいなというふうに思うわけなのですが、答弁をお願いしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） それぞれの世帯がさまざまな生活状況でございますけれども、窓口で

詳しく生活状況や財産状況をお伺いする中で、税の減免、納付方法、減免、生活保護費、保護

等への該当の可能性を一緒に考えて関係部署と連携をします。納税相談の結果では、生活保護

に該当している方も多く、減免についても必要に応じて案内をしておるところでございます。

一概に申し上げられない部分もございますが、広報の方法については研究をしてまいりたいと、

このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） ありがとうございます。

広報の方法として私は今、窓口、税務課の窓口にわかりやすい─もらってもなくしてしま

ったりする場合がありますので、わかりやすい説明書とかカウンター等に張り紙的に、ぱっと

見て、ああ、こういう軽減策があるんだなということがわかるように、来た人にもわかるよう

にしていただくことは簡単だと思いますので、そのことについて答弁をお願いしたいと思いま

す。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 税務課の窓口やカウンター等にもそれらのことができるかどうか検討
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してまいりたいと。恐らく検討した結果、できるようにしていきたいと、このように考えてお

ります。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） ありがとうございます。

国保税の多子世帯の均等割の負担軽減でありますけれども、今回は、保険料はそのまま移行

するということで、当初、２方式になったらどうしましょうと思っていたような大きな額には

ならなかったわけですけれども、それでもやはり子供１人当たりは、支援分と合わせると２万

3,000円なんですね、上里町の均等割。子供が２人になれば４万6,000円、３人になればとどん

どん増えていきます。ですので、やはり、少子化対策、子供の貧困を何とかしようという観点

から見れば、やはり逆行しているのかなと。他の健康保険では、この均等割というのはないん

ですよね。所得割です。だから国保だけが、子供が多かったりすると保険料が、所得に関係な

く上がってしまうという、そういう構造になっていますので、やはり何らかの手を打つ必要が

あるのではないかというふうに思います。

全国知事会も国に向けてそういう意見書を上げているのはそういう背景があるからだと思い

ます。ですので、慎重にではなくて、慎重に検討すればそれは当然必要なことと思いますので、

再度答弁をお願いしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 現在行っている他の子育て支援サービス等もございます。他の保険制

度とのバランスも考慮しながら、広域化に伴う方向性の統一、自治体間の格差解消の流れの中、

慎重に検討してまいりたいと、このように思っておるところでございます。

また、全国知事会から国に対して、持続可能な国民健康保険税の構築に向けた緊急要請の中

で、子育て支援の観点からの子供にかかわる保険料を検討するよう要請があるところでござい

ますので、検討させていただきたいというふうに思っております。子供の均等割につきまして

は、今後、上里町でも検討してまいりたいと、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） ３番の公園整備について伺います。

烏神流川公園については国の補助制度がなくなってしまったという経過がありました。その

後も、三者との事務レベルの協議が計画的に行われているということであり、まだちょっと方

向は見えていないようでありますけれども、引き続き協議ということでありますけれども、何
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年ぐらいをめどにというような、少しでも具体的な話し合いにはなっているのでしょうか。お

聞きしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 非常に、あの地域を整備するということになりますと多額な費用もか

かってくるわけでございます。先ほどもお話を申し上げたとおり、国交省のほうからの補助制

度がなくなったということでございますので、何年計画でということは一概には言い切れない

部分もあるわけでございますけれども、順次、今、検討会を進めておる、事務レベルで検討を

進めておるところでございますので、今後速やかに検討してまいりたいと、このように考えて

おるところでございます。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 忍保運動公園の遊具の広場などの改善なのですけれども、町長、前

回、１年前に聞いたときには、やはり、平成３年から５年にかけてつくって以来、芝生は一回

も張りかえていないので何とかしなくてはということだったんですね。草の対策も、伸びたら

刈るということも大事ですけれども、もう草に巻かれていますので、あそこは。まずは芝生の

張りかえが重要と思っていますけれども、そうしためどは、今年度予算には盛り込んであるの

でしょうかお聞きしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） あそこはシルバー事業団がいろいろ管理をしていただいておるところ

でございます。芝の刈り取り等も行っておるところでございますけれども、芝の張りかえとな

ると膨大な費用もかかってくるわけでございます。そういった部分で、芝の張りかえについて

はいつできるかわかりませんけれども、将来は、近い将来はやはり芝生を張りかえて新しくや

り直さなくてはならないというふうにも思っておるところでございますので、今後速やかに検

討をしてまいりたいと、このように考えております。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員。

〔１１番 沓澤幸子君発言〕

○１１番（沓澤幸子君） 草の管理なのですけれども、シルバー人材センターのほうに年間を

通してお願いして、回数的には、町民の方から草のことの苦情が来ますので、そのときは回数

を増やしたりとかして対応していただいているようでありますけれども、やはり草は本当に勢

いよく伸びますので、１回に五、六人の作業員を動員して１カ所ずつこうやって草を刈ってい
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くのが本当にいいのかどうか。

玉村のグラウンドゴルフ場を見に行きましたときに、１人の方がもう常駐しているんですね。

それは、この人という個人ではなくて、今日はこの人なんだと思うのですけれども。伸びたと

ころから刈っていくらしいのです。繁茂期には１週間に１回のペースで刈っていくんだよとい

うことでありました。忍保公園と比べると全然広さが違いますので、１週間に１回ぐらいのペ

ースで全体がやれるのかもしれないのですけれども、私はそれを時給で計算したときに、260

万であるならば、半年間、一番草が生えるときには毎日、雨以外のときは来ていただくという

形をとっても、お一人の人でも十分管理が可能かなというふうに思ったのです。

すごく伸び放題になるから五、六人が必要になりますけれども、順次刈っていく、順次きれ

いにしていくという形態をとれば、常にきれいに管理できるのではないかなというふうに思う

わけなのですけれども、同じお金の使い方でありますので、より有効な管理の仕方を探っては

いかがかというふうに思いますけれども、再度答弁をお願いしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 現在、常駐で整備を行っている方は、特にゴルフ場の芝の管理経験が

あるわけではなく、他の公園等の経験によるものだと伺っております。

コースは32コースということでございます。養生に当たっては２月から３月にコースの半分

を使用停止し、芝を休ませて、もう半分を玉村は利用しているようだというふうに聞いておる

ところでございます。

忍保公園のグラウンド場の管理には、先ほども沓澤議員もおっしゃられたように、管理費が

260万円かかっておるところでございます。係員を常駐をさせた場合の委託料を試算し、平成

29年度予算と比較して見ますと、月に25日、２名で７月から10月まで175日常駐した場合は約

440万円で、170万円増額となるわけでございます。年間を通しますと、300万円の常駐となり

ますと年間590万円というような膨大な費用がかかるわけでございます。今の管理費と比べる

とそういった膨大な費用もかかるわけでございます。

しかしながら、グラウンドゴルフをやっておる皆様方に、有効にきれいに使っていただくに

は何らかの方法をとっていかなければならない、このように考えておるわけでございますので、

今後その辺のところは少し検討をさせていただきまして、費用対効果をどういうふうに出せる

かということも研究してまいりたいと、このように考えております。

○議長（納谷克俊君） 11番沓澤幸子議員の一般質問を終わります。

暫時休憩いたします。

午前１１時２０分休憩
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────────────────────────────────────

午前１１時３０分再開

○議長（納谷克俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

一般質問を続行いたします。

５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） 皆さんこんにちは。議席番号５番齊藤崇でございます。

議長の許可を得ましたので、通告に従い一般質問をさせていただきます。

今回の質問は、１番目として、町内の未整備状態、いわゆる機能しなくなった用水路につい

て。２番目として、関根町長の選挙公約についての２点です。

では、１つ目の、町内の未整備状態にある用水路について。

①として、特に目につく上里土地改良区、それから、上里西部土地改良区の圃場整備後にお

いて機能しなくなった、つまり不要になった用水路について質問いたします。

上里土地改良区は平成６年、上里西部土地改良区は平成25年に、それぞれ圃場整備並びに登

記を終え、すばらしい土壌設備が完成し、多くの地権者から称賛をいただいたと聞いておりま

す。おのおのの畑、それに田んぼには給水栓が設置され、地権者はタイムリーに畑にかん水し

たり田んぼに水を引き込んだりすることは容易にできるようになりました。

しかし、反面、不用になった用水路に水が流れないため、家庭から出る汚水─生活用水で

すが─などで悪臭の原因になったり、また、景観を著しく損なっています。以前はいつも流

水があり、このような問題は起きませんでした。また、完全に不用になった用水路は雑草に覆

われ、維持管理がされていません。地域住民は大変困惑しているのが現状です。

そこで伺います。

まず、これら不用になった用水路の所有権というか管理というか、国なのか県なのか町なの

か。もし町であるのなら、今後、町は不用になった用水路をどのように管理していくのか伺い

ます。

また、原形をとどめている用水路は落ち葉やごみなどが散乱していて見るに耐えません。今

後、これらの用水路に流水して復元する予定、計画があるのか伺います。

次に、２番目として、関根町長の選挙公約について質問いたします。

過去４期、その都度掲げた選挙公約についてです。なぜこのような質問をするかというと、

先般の報道発表によると、次期町長選には出馬せず勇退するという旨を知りました。４期16年、

まだ終わっていませんが、関根町長におかれましては、長きにわたり、上里町の長として大変

御苦労さまでした。感謝と敬意を申し上げます。
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そこで、３期目は無投票でしたが、１期目、２期目、４期目と公約を掲げ、選挙戦を見事勝

ち取りました。具体的には、１期目としては６つの公約がありました。１つとして、活気にあ

ふれた町づくり、２番目として、女性・子どもを大切にする町づくり、３番目が、福祉の町づ

くり、４番目が情報公開に積極的に取り組む町づくり、５番目として、人権を大切にし、明る

い住みよい町づくり、６番目として、タウンミーティングの開催。２期目では、１つとして、

共生、協働、自立の町づくり、２番目として、情報公開、３番目がタウンミーティングの開催、

４番目が教育施設の推進、５番目が人権・福祉施策の推進、６番目が上里サービスエリアの活

性化。４期目としては、町民の健康づくり、それから、２番目として、福祉と子育て支援、３

番目が都市基盤の整備、４番目が学びとふれあい、５番目が安全安心のまちづくり、６番目と

して、町民との協働、７番目が、自立し安定した財政運営と、合計３期で19の選挙公約を掲げ

ました。

そこで、選挙公約とは、選挙の立候補者が当選後に実施すると有権者に約束する事柄とあり

ます。選挙公約とは、選挙の立候補者が当選後に実施すると有権者に約束する事柄。では、関

根町長が掲げた19項目の公約は、一体何割実施できたのか伺います。また、実施できなかった

公約については有権者に対してどのような対応をとるのか伺います。

これで１回目の質問を終わります。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員の質問に対して、町長の答弁を求めます。

町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 齊藤崇議員の質問に、順次お答えを申し上げます。

まず、町内の未整備状態にある用水路について。

特に目につく上里土地改良区、上里西部土地改良区において機能しなくなった、つまり不要

になった用水路についてでございます。

土地改良事業完了により、農業振興地域のほとんどの田畑に給水栓が設置されました。現在

では、古くから利用されてきた用水路の多くは排水路として利用されております。

御指摘のように、不用になった用水路の水がなくなり、生活排水による悪臭の発生や、雑草

に覆われ景観を損なってしまうなどの状態もところどころ見受けられるようでございます。

御質問にありました不用になった用水路の所有権につきましては、内務省や建設省など国に

所有権があるものや、登記簿そのものが存在しないものなどさまざまとなっておるところでご

ざいます。このため、用水路によっては町が管理しているものや、地域で管理していただいて

いるものが混在している状況であると認識をしておるところでございます。

町といたしましては、快適で安全な町づくりを目指し、環境保全の推進や快適な環境保全の
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確保という観点から、不用となった用水路の管理について、町民からの相談や要望などを踏ま

え、管理方法について国や県の機関と相談しながら検討していきたいと考えておるところでご

ざいます。

また、今後のこれからの用水路の水の流れを復元することにつきましては、現在のところ予

定や計画にはありません。これにつきましても、国や県などの関係機関、あるいは土地改良区

などと相談しながら、今後の検討課題とさせていただきたい、このように考えておるところで

ございます。

次に、２番の関根町長選挙公約について。

①の過去４期、その都度公約に掲げた選挙公約についての御質問にお答えを申し上げます。

私は、４期16年の任期中、町民の皆様に掲げてまいりました全ての公約の実現に、全力で取

り組んできたつもりでございますが、実現率に関しましては、どこまでを実現とするか、正確

にお答えすることも難しいものがあるわけでございます。

私がこれまでに掲げた19の公約には、公約を実現させるためにさらに具体的な施策を定めて

おり、１期目には、６つの公約に18の施策、２期目には、６つの公約に14施策があります。こ

のうち、女性・子供を大切にする町づくりにつきましては、各小学校区域に児童館の建設、中

学生までの医療費の無料化、福祉の町づくりについては、高齢者用の町内巡回バスの運行、情

報公開に積極的に取り組む町づくりについては、情報公開制度の導入、タウンミーティングに

つきましては、字別、小学校地域単位で開催するなど、ほとんどが実現できたと考えておると

ころでございます。

４期目につきましては、７つの公約に17の施策を定めております。そのうち、都市基盤の整

備についてでございますが、サービスエリア周辺地区の活性化といたしまして、スマートイン

ターチェンジの開設、農村公園内にアグリパークの開設、駅南地区にはあおぞらパークの開園

が実現できました。教育の分野においては、小・中学校の耐震改修、トイレ改修、エアコン及

び防犯カメラの設置等多くが実現できました。ただ、施設の建設や道路の整備などは大変多く

の時間と費用を要するものでございますので、完成まで至っておらないものもあります。それ

らにつきましては、現在も達成に向けて取り組んでいるところでございます。

任期中に実現まで至らなかったものにつきましては、後任となる町長に引き継いでいただき

たいというのが私の希望でございます。また、私も前任者としても、一町民といたしましても、

できる限りの協力をさせていただきたい、このように思っておるところでございます。

また、実現できなかった公約にどのようなものがあるのかという御質問をいただいておるわ

けでございます。実現まで至らなかった具体的な施策といたしましては、１期目に掲げました

ものには、神保原の始発電車の実現化、交番の増設があります。それぞれ、警察やＪＲに働き
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かけてまいりましたが実現には至りませんでした。

また、４期目において健康増進センターの建設、公立保育園の改築と発達障害者支援施設の

整備、公民館・老人センターの耐震化と改修の実現があります。このうち、健康増進センター

の建設につきましてはワーキンググループを設置し、施設のあり方について検討してきたとこ

ろでございます。公立保育園の改築につきましては、保育所等庁内検討委員会を開催し、開園

に向けて協議を行っておるところでございます。

以上でございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） 何点か再質問させていただきます。

まず、１番目の上里土地改良、それから西部土地改良で機能しなくなった用水路についてで

すが、結論的に、平成25年には全て完了ということを先ほど申し上げたと思うのですけれども、

それで、25年から月日がたちまして、今、平成30年ですけれども、それまで土地改良、双方の

土地改良でそういった不用になった用水路が幾つかあるわけですけれども、これが先ほどの町

長の答弁ですと、国とか県とか町所有権がばらばらだとかはっきりしないものもあるよと。し

かし、これをこのまま放置するというか、表現が余りよくないかもしれないけれども、このま

まにしておくということは、やはり町長も何度も事あるごとに言っていますけれども、住みた

い町、住んでみたい町という観点からも、今は枯れ草で黄色っぽくなってしまっていますけれ

ども、これが本当に、先ほどの沓澤議員ではないですけれども、雑草の繁茂期はかなりのもう

草で覆われてしまうわけです。それを、要するに地域でやっているところもあると思います。

私も、私の近所の中にそういった、今指摘したような用水路あるわけですけれども、年１回、

雑草と泥揚げをやっているのが現状です。

これは特に、やはり生活排水が出ているので、結局、それが流れていればいいのですけれど

も、流れないがために、結局悪臭のもとになったり景観を損なったりするわけなので、小さい

子供たち、小学生の児童なんかも遊ぶんですが、そういったことからも、子供たちにもそうい

うことはいい影響を与えないというふうに考えています。

ですから、先ほどの答弁の中で、今後も用水路に入水して復元する予定があるのかどうかと

いうことで質問しましたが、町長の答弁だと、今のところそういう予定はありませんよという

答弁だったと思います。じゃあどうするの。このままで……このまま見過ごすというのではな

いけれども、手をつけずに放置というかしてしまうのか。それとも、先ほど言ったように、住

んでみたい町、住んでよかった町という観点からどういうふうに考えるのか、もう一度町長の

答弁をお願いします。
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○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 不用になった用水路については、さまざまな場所でいろいろな問題を

抱えておるところでございます。

ただ、所有権におかれましても、県が所有しているものか国が所有しているものか、それと

も町が所有しているものか、そういうところもはっきりしていない、そういう場所もあるわけ

でございますけれども、例えば国や県に相談をしまして町の所有権となった場合には、やはり

今まで、よその地域もそうでございますけれども、地域の皆さんに、地域のことは地域の皆さ

んでやっていただく。いろいろそういうのが町の基本的な考え方であるわけでございます。

用水のところへ農業用水を流すということは、農業をするための用水でございますから、そ

こへ用水、設置した農業用水を流すということはできないわけでございますけれども、その辺

のところも町に相談をしていただければと、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） 同じような質問になってしまうのですけれども、やはり景観が著しく

悪いわけですよ、はっきり言って。

ですから、これを本当に出入りができるような状況のところだったらば地域住民との協力で

できるかもしれません。ところがもう、これが四、五年たってしまうと、もう本当に、ここは

本当に用水路だったのかというふうなぐらい泥が堆積してしまって、これ人力ではもうどうに

もならない。要するに、その先へ行くと、要するに住宅の家庭排水が出ていると。逆流という

か、前は要するに、ある分岐している、ブランチしている片方をとめないとこっちが高くなっ

てしまって流れないような用水路だったのですけれども、それが、今は逆に、こっちからこう

いうふうに生活用水が流れてきて落としているというふうな状況があります。

そうすると、ここの、今言った逆流しているところというのは、そんなに勾配がないから余

りきれいにならないんですね。そうすると、今言ったように生活排水がもうよどんでいるとい

うふうな状況なんですね。だからこれを、要するに、こういう場所もありますよと。先ほど言

ったように、もう全然、雑草に覆われてしまって、もう用水路だか何だか全然わからない。こ

れを入っていくにも入っていけないような状態。もう３年も５年も放置してしまうとこういう

状況になるのだなというふうなのをつくづく思ったわけです。

ですから、これは要するに、土地改良区からもう全部圃場整備と登記も終わってしまってい

るので、先ほど町長がおっしゃったように、国、所有権が国とか県とか町だと区別つかないも

のもあるよと。これ早急に、こういうことについて対処してほしいなと思いますけれどももう
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一度答弁お願いします。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 先ほど齊藤議員がおっしゃられるように、景観が非常に悪くて、出入

り口もわからないということで、四、五年もたって、もう草が繁茂してしまってどうにもなら

ない。生活雑排水は流れ込んで逆流していると。そういう状況もあるようでございます。その

辺のところも町に相談をしていただければ、そこが国有地になっているのか県有地になってい

るのか、また町有地になっているのかということもつぶさに検討をさせていただきまして、も

し国有地であれば国のほうと相談をさせていただきまして、町に移管をしたいということであ

ればまたそれも考えていかなくてはならないというふうに思うわけでございます。

いずれにしましても、そういうどうしようもならなくなっている土地でございますので、先

ほども申し上げましたけれども、そういうところへ農業用水を流して、きれいな水を流してと

いうこともできないわけでございますけれども、それらにつきましてはいろいろと相談をして

いただいて、今後の検討課題とさせていただきたいと、このように思っておるところでござい

ます。登記上どういうふうになっているかわかりませんけれども、その場所を正確にお知らせ

をいただいて町に相談をしていただきたいと、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） その流水、水を流せないという今答弁だったのですけれども、実は、

以前私がある方にというか役員の方にお願いして、これではどうしようもないということで、

給水栓をつけて、一部、本当の住宅街というか、民家があるそばの用水路に給水栓つけて、若

干ですけれども常に水が流れるようなことをお願いしたら快くやっていただきまして、今は小

魚が住めるようなきれいな川になっています。

だから、町長が今答弁したように、できないというのではなくて、何かやる方法があるので

はないかなというふうに私は考えるのですけれども、そのことについてもう一度答弁をお願い

します。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） そこは、以前役員に相談したらその給水栓をつけてくれたということ

でよろしいですか。給水栓はついているの。ついている。それは農業用水としてついているの

ではなくて。その堀を雑排水の中で、雑排水を流すために給水栓がそこについているの。そう

いう場所あるの。
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下流に農業用水として利用しているところがあると。そういう場所だそうでございます。だ

から、その農業用水としてそこへ給水栓をつけて農業用水を流していると、そういうことだそ

うでございまして、そうだから、全く農業用として利用できない場所ではない場所だと、そう

いうことでございますので、ひとつ理解をしていただきたいと思います。

いずれにしましても、町のほうへ相談をしていただいて、そこへ給水栓がつけるかつけられ

るか、農業用水が出せるかどうか。農業用水というのは農業をするための用水でございますか

ら、普通、生活の雑排水などを流せる目的では農業用水は流せないと、そういうことになって

おるようでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） では次に、町長の選挙公約についてですが、ここに19項目ですか、掲

げてあるのは、言いかえれば、要するに、先ほどの町長の答弁ですと、それなりにカバーして

きたというふうな答弁だったと思いますけれども、４期目ですね、４期目に、町民の、要する

に健康づくりということが掲げられていたと思うのですけれども、この中に老人福祉センター

をリニューアルし健康増進センターを建設と。健康増進と食育推進プランの策定というのがあ

ったと思うのですけれども、これ以前も同僚議員が、この老人福祉センターに関しては質問し

た経緯があると思うのですよね。

この４期目の４番目として、学びとふれあいというタイトルで、上里中学校の特別教室棟、

体育館の建設、町内小・中学校校舎の大規模改修、それから、公民館活動を活性化し、地域住

民の学びの場の充実とありました。これは、要するに、以前、同僚議員の質問に対して、中学

校建設のほうが優先だというふうなことを聞いた経緯があります。しかしこれは、要するに、

町民の健康づくりの観点から、保健センターと、それから老人福祉センター、これを複合施設

として建設というのを掲げていたように思います。町民の健康というのは、前にも私が健康マ

イレージのときにも質問したと思うのですけれども、やはりそういった、もっと具体的な取り

組み、要するに、例えばがん検診の検診率を上げるとか、そういうふうなことを、それから、

要するに、健康を増進するためにどういった取り組み、健康マイレージのときのも私質問した

と思うのですけれども、やはりその項目をもう少し増やしたりそういうことを取り組んできた

のかどうか。

この、まず老人福祉センターのリニューアルということについて、今後、これはどのように

取り組んでいくのか伺います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕
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○町長（関根孝道君） 老人センターだということですね。建設に当たりましては、健康増進

センターワーキンググループの中で今検討中でございます。

いずれにしましても、近い将来のうちに、あそこも非常に経年劣化をしておるわけでござい

ますけれども、いずれにしても、近い将来もう直さなくてはならない。また新しくつくらなけ

ればならないと、そういう時期に来ておるところでございます。是非、いずれにしましても、

そういう中でワーキンググループの中で詳細にわたって検討しておるわけでございますから、

そんな中で、近隣中にやっていきたいと、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） それと、２期目のときに掲げてあります上里サービスエリアの活性化、

これは２年前の12月にスマートインターチェンジが供用開始になりまして、かなりの経済効果

というか、が見込まれてきているのではないかなと。要するに、カンターレができたりお煎餅

屋さんができたり、さらには、去年は農協のほうで農村公園を契約締結した経緯があり、これ

はそれで評価はできると思うのですが、いずれにしましても、前回の私の質問、一般質問でも、

これができたことはいろいろな意味でいい効果があらわれているという反面、交通事故の対策

が、町として警察として取り組んでいるところは見えているのですが、一向に、先日いつだっ

たか乗用車がインターからおりてきた藤木戸勝場線との交差点で、車の腹を下のほうに向けて

横転していたのをつい最近見た経緯があります。

というふうに、活性化するということは交通……道路関係ですね、その辺の整備ももうちょ

っと事故を少なくするようなために、この活性化だけではなくてもう少し具体的にそういった

ことも取り組んで今後行ってもらいたいなと。道路なんかにも加工してあるのが見受けられま

すが、そういうことにもう少し行政としても取り組んでいっていただきたいなと思うのですが、

もう一度答弁をお願いします。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） ２期目の公約の中で、スマートインターチェンジの周辺の活性化事業

につきましては、先ほど議員もおっしゃられたように、あそこにカンターレができたり中央軒

煎餅ができたりアグリパークができたり、地域の活性化が図れているのではないかなと、そん

なふうにも思っております。また、下り線側におかれましては大和ハウス工業が土地を全部取

得していただいたわけでございまして、まだ残りの地域におかれましては、町と県と一体とな

って、誘致に向けて努力をしておるところでございます。

また、その反面におかれましては、先ほど交通事故のお話が出ましたけれども、交通事故も
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発生しておるところでございます。県に要望いたしまして、信号機はつかないけれどもそれな

りの対策は、本庄警察署のほうでも即対応をしていただいておるわけでございまして、それ以

降の交通事故というのは聞いておらないわけでございます。

いずれにしましても、町といたしましては、17号から入ってくる道路や児玉新町線、そうい

った道路の整備や、また大光寺や勝場線、勝場藤木戸線についても鋭意努力をいたしまして道

路の整備に当たらさせていただいておるわけでございます。

また、特に交通事故におかれましては、近年非常に上里町は交通事故率が高いということで

ございますので、交通事故には気をつけていただくように、全庁を挙げて取り組んでまいりた

いと、このように思っておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） ありがとうございました。

続けて、４期目の公約の中で、学びとふれあいの中で、上里中学校の特別教室棟、体育館、

校舎棟ですね、これはもう完成しているわけですけれども、この中で、町内の小・中学校の校

舎の大規模改修ということを掲げております。これは具体的にどういうふうな取り組みだった

のか答弁をお願いします。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 学びとふれあいの中で、今、上里中学校の建設に当たりましては、や

や完成でございます。外構工事が幾らか残っている程度でございます。

各小学校におかれましては耐震補強工事、全校をやっておるところでございます。トイレの

一部改修がまだ行われておらない場所もあるわけでございますけれども、トイレの改修等も、

一部ですけれども、ほかは全校、トイレの改修も新しいトイレが全部できたということでござ

いまして、耐震工事は全部終了しておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） 前後してしまって申しわけないのですが、１期目の６番目のタウンミ

ーティングの開催というのが公約として掲げられております。先ほどの答弁では、各小学校、

公民館地域ですかね、で実施したというふうな答弁だったと思いますが、これ、１期目で掲げ

て２期目の３番でもタウンミーティングの開催と掲げてあるのですが、これは要するに１期目

４年でこれが実施漏れ─実施漏れというのですか、できなかった分を２期目でこういうふう

なまた掲げたのか。それともどういう意味合いで２期続けてこのタウンミーティングの開催と
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いうのを掲げたのか答弁をお願いします。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） タウンミーティングにつきましては、１期目の公約でタウンミーティ

ング、各字ごとに全部やったわけでございます。なかなか人が集まらないという部分もござい

まして、説明員と住民が集まって同じくらいの人数だと、そういうところもあったわけでござ

いますけれども、これではいけないということで、地区単位でタウンミーティングもやらせて

いただいた経緯もあるわけでございます。七本木、神保原、長幡、賀美ということで、地区で

もやった経緯もあるわけでございます。

そういった中で、たくさんの、多くの皆さんから御意見をいただいておったわけでございま

すけれども、そういう意見も町政に反映をさせていただいておるわけでございます。ひとつ御

理解を賜りたいというふうに思っておるところでございます。

１期目、２期目でタウンミーティングはやらせていただいたわけでございますけれども、３

期目、４期目におかれましては、タウンミーティングは行っておらないところでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。

〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） それと、１期目の２番目の公約として、女性・子供を大切にする町づ

くりと掲げてありました。これ具体的に女性とか子供というのは弱者という表現がいいかどう

かわかりませんが、そういったもの。要するに子供というのは、女性というのは男性から見る

とやはり違うんだな、女性なんだなというふうにわかるのですけれども、子供を大切にする町

づくりというのは、先ほどの沓澤議員の保育園とかの問題とかありますけれども、具体的にど

ういうふうに取り組んだのか答弁をお願いしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 先ほどもお話ししましたとおり、まず、各小学校地域に児童館の建設、

中学生までの医療費の無料化、そういうものも取り組んできたところでございます。

町づくりにつきましては、高齢者の巡回バスの運行や情報公開、積極的に取り組んできたわ

けでございます。女性の取り組みにつきましては、女性の皆さんの意見を大事にするというこ

とは基本的な考え方でございます。今、上里町におかれましても、課長が女性の課長も４人も

おるわけでございますけれども、それも女性を大切にする気持ちの一環ではないかなと、そん

なふうにも思っておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員。
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〔５番 齊藤 崇君発言〕

○５番（齊藤 崇君） それと、これも２期にわたって掲げてある、人権という言葉が１期目

の５番目と２期目の５番目に出てくるのですけれども、人権というのは幾つかあります。子供

の人権だとか女性の人権だとか障害者の人権だとか幾つかあるわけですけれども、これは要す

るに、この人権も町民に意識づけさせるための人権推進委員会とか何とかという組織があるわ

けですけれども、それとかかわり、要するに、この組織を重点というかポイントを置いて取り

組んだのか。それとも町全体としての取り組みでここの２回、２期目もこういうふうに掲げた

のか、その辺について説明をお願いできますか。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 先ほど齊藤議員のほうからもお話がございましたように、この人権を

大切にする町というのは、やはり子供の人権や障害者の人権、そのほかたくさんいろいろある

わけでございますけれども、人権講演会やそういった人権を大切にする会、それらの皆さんと

も整合性を図りながら、上里町に人権を大切にする、そういう思いがいっぱいであるわけでご

ざいまして、それらに真剣に取り組んできたところでございます。

○議長（納谷克俊君） ５番齊藤崇議員の一般質問を終わります。

暫時休憩いたします。

午後０時１１分休憩

────────────────────────────────────

午後１時３０分再開

○議長（納谷克俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

一般質問を続行いたします。

３番仲井静子議員。

〔３番 仲井静子君発言〕

○３番（仲井静子君） 皆さんこんにちは。議席番号３番仲井静子です。

議長の許可をいただきましたので一般質問いたします。

一般質問は、今回、マイカーにかわる移動手段の確保についてと、適正な公共施設の維持管

理体制の確立について。

まず初めに、マイカーにかわる移動手段の確保について。

①タクシーへ乗り放題制度について。

近年、高齢ドライバーの事故が多発し、高齢者に免許返納を促す動きが強まっている一方で、

マイカーにかわる移動手段の確保が課題になっています。
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そんな動きの中、国土交通省が平成29年８月にタクシーへ定額乗り放題制度の導入を検討し

ています。そして、平成30年度の予算要求概要に、その実証実験のための予算が盛り込まれま

した。国土交通省自動車局によると、鉄道の定期券のようなものと言い、予算が認められれば

今年の平成30年度に実証実験を行い、その結果を踏まえて制度化を検討するとしています。

電話１本で迎えに来てくれて目的地までドア・ツー・ドアで移動できるタクシーの定期券と

は、対象者やエリア、期間、時間帯を限定し、タクシーを定額で乗り放題にするものです。予

算要求概要では、高齢者の通院や買い物、子供の学校などへの送迎、通勤なども想定されてい

ますが、具体的にはこれから検討するとのことです。

導入にはどのような意図があるかというと、利便性を向上し新たな需要を掘り起こす目的で、

タクシー業界と足並みをそろえて取り組むものです。制度化した場合は、各事業者が国に申請

した上で許可をする形になるようです。

国土交通省の資料によると、タクシーの輸送実績は2016年までの10年間で２割以上落ち込み、

これは航空や鉄道、バス、船といったさまざまな輸送機関の中で減少幅が最も大きく、運賃料

金の割高感等の影響を受けていると考えられるとされています。また、タクシー業界の旅客輸

送量は過去20年で４割も減るなど、電車やバスに比べて１人負けの状況です。

一方、別の資料では、タクシーの定期券について、気軽に利用できる、新規顧客の獲得が見

込める、昼間などの閑散時間帯に限定することにより車両の効率化が図られるといった効果が

挙げられていて、利用者・事業者、双方にとってのメリットがうたわれています。タクシーの

定期券は、国が主導する今回の動きに先立って、既に福岡市で実験が行われていて、エリアと

対象期間、時間帯を限定して、定額で乗り放題のジェロンタクシーは老齢を意味するギリシャ

語源の言葉から名づけ、70歳以上を対象に、事前に登録した自宅、いつもの買い物先、かかり

つけ病院の３点間の日中のタクシー利用を１カ月単位の定額料金で乗り放題にしています。ま

た、道路輸送法を一部改めるか特例を設ける方針で、今年の平成30年１月19日から昨日の３月

１日まで実証実験を行い、平成30年度以降の実用化を目指すとのことです。

公共交通が不便だし、家族に送り迎えは頼めないなどの理由で、体調や運転技術に不安を感

じながらもハンドルを握り続ける高齢者の方もいます。日常の足の、報道によると国土交通省

は、このサービスの導入で高齢者の移動手段の確保やタクシー需要の喚起を期待しています。

例えば、自宅、病院、買い物の３点を定額で何度も周遊できるようにすることで、運賃を気に

しないで日常の足として利用できるようになる。子育て世帯やビジネスマンの利用も見込んで

いて、利便性の向上や経費精算業務の軽減などの効果も期待できるのです。タクシーに鉄道の

定期のような定額で乗り放題になる運賃体系が導入され、マイカーの維持費程度のコストで、

いつでも気軽に指定場所に移動できるメリットのほか、高齢者が１人で出かけても家族も安心
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です。あるタクシー会社の幹部は、業界全体の地盤沈下を食いとめるには、新しいサービスを

どんどん出して収入を増やすほかないと危機感をあらわにするほどです。タクシー利用者数減

以外にも運転手の高齢化が大きな課題で、じり貧の中小事業者も多いようです。業界全体の底

上げのために、利用者と事業者、双方にメリットのある新サービス導入に熱い視線が注がれて

います。マイカーの維持費程度のコストで、いつでも気軽に指定場所に移動できるこのタクシ

ー乗り放題定期券の導入を提案します。

次に、適正な公共施設の維持管理体制の確立について。

①老朽化が進む老人福祉センターと保健センターの今後について。

②営繕課の設置について。

町づくりの将来像にも大きな影響を与える公共施設について、４年前、緊張しながら一般質

問した内容は、老人福祉センターの浴槽から検出されたレジオネラ菌と保健センターに住みつ

いているゴキブリ等の両施設の衛生管理や、両施設の建てかえ計画について一般質問をさせて

いただきました。

当時の町長の答弁では、町の公共施設は昭和40年から昭和50年代ごろにかけて全体の50％が

建設され、老人福祉センターは築39年経過、保健センターは築34年経過、両施設とも建築年や

経過年数から見ますと、ここ数年で改修が検討される時期を迎える。しかし、現在の財政状況

は建設当時と違い、バブル崩壊以降の長期の景気低迷や少子化による人口減少により、税収な

ど自主財源の伸びは期待できない状況に置かれています。

こうした状況から、平成23年度に公共施設見直し検討委員会を発足し、平成24年度には有識

者にも参加していただき、上里町公共施設再配置等見直しについてまとめたのがアセットマネ

ジメントです。資産を効率よく管理・運用する手法を公共施設に取り入れる必要性が挙げられ、

公共施設を一元的に把握して将来の費用を推計し、その上で、老朽化した施設の統廃合や余剰

施設の複合的な活用などを行い、一定の行政サービスを維持しつつ長期的な財政支出の削減を

図るという内容です。

老人福祉センターと保健センターについて、公共施設見直し検討委員会で検討していきたい

との答弁でしたので、あれから４年経過していますし、老人福祉センターと上里町保健センタ

ーは避難所施設に指定されていますので、老人福祉センターと上里町保健センターのその後の

進捗状況をお尋ねします。

適正な公共施設の維持管理体制の確立について。

営繕課の設置について。

まず初めに、上里町役場には設置していない営繕課、営繕係について説明します。

営繕課での主な仕事は、学校、スポーツ施設、公民館、福祉施設等の各施設を管理している
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課からの依頼により、建築工事、電気・機械設備工事、造成、工事の設計管理を行い、建築物

の新築・増築・修繕・模様がえなどを主な仕事としています。

本題に入ります。

公共の建物施設に関して、壊れたら直すというようなこれまでの事後保全を続けていると改

修工事が短期的に集中し、大きな財政負担になることが予測されています。例えば、上里東小

学校の体育館の雨漏り工事は幾度となく補修工事を行っていますが改善されず、今回、屋根全

体に新しい屋根を乗せる。初めからそうすれば、無駄な労力と費用を使わずに済んだはずです。

また、東小学校のプールと七本木小学校のプールに関しては昭和50年ごろにつくられたもの

ですが、メンテナンスの違いか、子供たちが楽しみにしているプールは、残念なことに七本木

小学校のプールでは壁面が壊れ、昨年は使用できませんでした。

このような事態を回避できるような方策を、今後、公共施設マネジメントの視点で検討して

いくということなのでしょうが、絶えず現場の状況を把握していればこのようなことは避けら

れるのではないでしょうか。今後、公共施設の維持管理に関して、具体的にどのようなことを

お考えなのでしょうか。また、建物設備などの法定点検、それと小まめな点検もあわせて実施

し、その結果を取りまとめた点検結果も一元化して管理していくことが、建物設備を大切に使

い、建物等の長寿命化、計画的な適切な維持管理につながるのではないでしょうか。全庁横断

的な専門的な担当部署の設置が必要と考えますので、その点どのようにお考えでしょうか。

公共施設等の状況を把握し、長期的な視点で更新、統廃合、町づくりの将来像にも大きな影

響を与える公共施設の適正な再配置も含めた上里町公共施設白書に基づき、スピード感を持っ

て実施計画へと段階的に継続して進めていくためには、先ほど提案しました専門的な担当部署

の設置が必要と考えます。専門的な部署として営繕課の設置を提案いたします。

少子高齢化と人口減少、そして財政の緊縮等、今後ますます厳しくなると予想される中、施

設利用者がよりよい環境で、安全・快適に利用できる施設整備を効率的に行い、安心・安全の

住みよい町づくりを進めていくためには、少子高齢化と人口減少が進んでも住みなれた地域で

安心して暮らせる社会を築いていただきたいと思います。

これで、第１回の一般質問を終わりにします。

○議長（納谷克俊君） ３番仲井静子議員の質問に対して、町長の答弁を求めます。

町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 仲井静子議員のマイカーにかわる移動手段の確保について。

①タクシー定額乗り放題制度の導入についての御質問にお答えを申し上げたいと思います。

本格的な高齢化社会を迎える中で、高齢ドライバーによる交通事故が多発しており、運転免
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許の自主返納者は今後一層増加すると考えておるところでございます。

このような状況において、マイカーにかわる移動手段として、生活の足を確保することは非

常に重要な課題であると考えておるところでございます。

議員御提案の、定額でのタクシーの乗り放題制度は、これまでに民間で実験的に行われてお

り、自宅のほかかかりつけの病院、いつも買い物をする商店街やスーパーマーケットなど、指

定目的地とする２地点をあらかじめ登録し、登録地点間の距離に応じた定額料金で、その間の

タクシー移動を乗り放題で利用できるというものでございます。利用する住民にとって、目的

地までドア・ツー・ドアで移動するタクシーを通常より安価に利用でき、また、タクシー業界

にとっても新たな需要喚起につながるなどメリットがあるようでございます。

一方で、通常より安価とはいえ、これまでの民間の実験では、最低でも月約２万円、最高で

７万円弱の料金がかかり、全ての方が気軽に利用できるといった点で課題もあるのではないか

と考えておるところでございます。

来年度以降、国による実証実験も予定されておるようでございまして、効果が認められた際

には、制度化に向けた規制緩和等の法整備が行われると考えております。町といたしましても、

実証実験で整理された課題やメリットなどをもとに調査・研究を行い、また、他の市町村の動

向も注視しながら、上里町地域公共交通活性化協議会の協議に生かしていきたい、このように

考えておるところでございます。

次に、２番の適正な公共施設の維持管理体制の確立についての①の老朽化が進む老人センタ

ーと保健センターの今後についての御質問にお答えを申し上げます。

老人福祉センターと保健センターにつきましては、議員御指摘のとおり老朽化が進んでいる

ことから、今年度、（仮称）上里町健康増進センター検討ワーキンググループを設置し、両セ

ンターの複合化など施設のあり方について、関係各課をメンバーとして検討をしてきたところ

でございます。当ワーキンググループは、老人福祉センターと保健センターが抱える課題の整

理を行い、既存施設に求められる機能の集約化、災害時の避難所利用、付加機能の創設など、

（仮称）健康増進センターに求められる機能を中心に、施設規模や類似施設である福祉町民セ

ンターを含めた複合化等についても議論をされたところでございます。

建設に当たっては、当ワーキンググループにおける議論をもとに、今後、詳細な検討を進め

ていく必要があるものと考えておるわけでございますが、併設機能として、さらに別の既存施

設の複合化の可能性についても考えるところでございます。

どのような施設を併設するかや、その場合の統合時期につきましては、公共施設全体での検

討が欠かせないことから、公共施設等総合管理計画等をもとに、具体的、長期的な視点で策定

する公共施設等個別施設計画において明らかにしてまいりたいと、このように考えておるとこ
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ろでございます。

次に、２番の適正な公共施設の維持管理体制の確立についての②営繕課の設置についての御

質問にお答えを申し上げます。

公共施設の維持管理につきましては、損壊、故障などの事象を確認しました際には、施設管

理課において、その都度修繕を行うなど適切に管理をしたところでございます。また、特に建

物の屋根・外壁等軀体への影響が大きいものにつきましては、予防保全に重点を置いたほうが

財政負担の平準化や建物の長寿命化を図れ、結果的に経費を抑えるものでございます。

こうしたことから、昨年度に策定をいたしました上里町公共施設等総合管理計画の基本方針

の１つに施設の長寿命化を掲げており、今後は施設を長寿命化させるため、予防保全型修繕に

重点を置いて、ライフサイクルコストの縮減に努めてまいりたいと、このように考えておると

ころでございます。

御提案のあった専門部署としての営繕課の設置は、予防保全型の修繕を適正に行っていく体

制の構築という点で重要であると考えられておるものの、本庄市を初め人口規模の大きな市で

はおおむね設置されておりますが、町村では余り例がないようでございます。

今後、公共施設等総合管理計画をもとに、公共施設等見直し検討委員会において、施設の維

持保全の優先順位等についても検討を行い、公共施設等個別施設計画を策定してまいりますの

で、その中で他市町村の状況はもとより、町における専門部署のあり方について、調査・検討

をしてまいりたい、このように考えておるところでございます。

また、議員質問にございました東小学校の体育館の雨漏りや七本木小学校のプールの大規模

な修繕について、適切な管理がされていれば防げたのではないかとの御質問でございますけれ

ども、東小学校の体育館は、児童数の増加に対応するため平成９年に改築を行いましたが、建

築当初から雨漏りが確認されました。以降、建設業者による調査・補修工事を実施し、平成18

年ごろには大規模な修繕を行いましたが、根本的な解決には至らず、築後20年が経過した近年、

豪雨等には想定される場所以外の箇所からも雨漏りが起こるようになり、床の塗膜が剥がれる

などの影響が見られるようになりました。このため、雨漏りの根本解決には屋根全体を調査し、

改修を行う必要があると判断し、今年度当初に修繕のための調査・設計費を計上し、その結果

に基づき、補正による改修工事を発注したところでございます。

七本木小学校のプールは昭和50年に築造され、築後41年が経過したところで壁に亀裂が発見

されたため、調査の結果、安全性を考慮し、今年度改修工事を行ったものでございます。亀裂

が発生した原因は、経年による部材の劣化によると思われ、部材のＦＲＰが長年の使用・紫外

線・水圧等により劣化し発生したものと思われます。

いずれにいたしましても、これらの不具合は施設の経年劣化による要因が大きく、避けられ
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ないことでありますので、公共施設等総合管理計画等に基づき、予防保全型修繕に今後努めて

まいりたい、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ３番仲井静子議員。

〔３番 仲井静子君発言〕

○３番（仲井静子君） ありがとうございます。

今回のマイカーにかわる移動手段の確保についてということで、タクシーへ定額乗り放題制

度が国のほうで実証実験やっていますよということでこのことを提案しましたのは、仲間が、

そろそろ免許返さなくてはいけないという思いの人が結構多いのですけれども、結局、県南の

ほうでは日常生活していくのに足の確保はできていると。県北のほうでは、結局、免許を返し

ても足の確保がないということでこの提案をしました。

というのは、こむぎっち号が使い勝手が悪いと。そういう声、皆さん聞いていると思うので

すけれども、運転免許を返納しようと考えている人は保有者の中の76.7％ですが、本当に車に

かわる日常の足が確保できないので返納できないと。そして、もし返納するために重要なこと

を聞いた場合には、やはり地域での公共交通機関の整備という、これを希望しているのが全国

平均では62.9％ですが、上里町ではアンケートいろいろとっていると思うのですけれども、こ

むぎっち号をもっと使い勝手がいいというふうにしてもらいたいというアンケートはとってい

ますか。お尋ねします。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 非常に高齢化した皆さんが免許証を返納した場合には足の確保という

のが非常に重大な要素になっておるわけでございます。

また、こむぎっち号は非常に使い勝手が悪いというようなお話もいただいておるわけでござ

いますけれども、年々増加傾向にあるわけでございます。いろいろとこむぎっち号の協議会に

おいて、いろいろ、どういうふうにしたら使い勝手がよくなるかということでいろいろ研究を

させていただいておるところでございますけれども、アンケート調査等も皆さんのほうからと

らせていただいておりまして、住民の意見を聞いたり、また、協議会の役員の皆さんにもその

辺のところをいろいろと協議をしながら、よりよい使い道を模索をしてまいりたいと、このよ

うに思っておるところでございます。

今、自主返納者に対しましては、こむぎっち号も１年間、無料券ということで、ただ乗れる

ような配慮もしておるわけでございますけれども、それ以上に、今後いろいろな形の中で、住

民のアンケートや意見を聞きながら、いかにしたらもっと皆さんに利用していただけるか、そ

ういうことも検討してまいりたいと、このように考えておるところでございます。
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○議長（納谷克俊君） ３番仲井静子議員。

〔３番 仲井静子君発言〕

○３番（仲井静子君） こむぎっち号に関しては運行してもう２年たちました。そして、２年

たちましたけれどもさほど変わっていないというのは、バス停が多少増えたかなという感じで、

１日の運行本数はそう変わっていないと。そして、あるお友達が、10時半に出て行って、帰り

のバスになると４時半だと。１日がかりで、こむぎっち号に乗ると１日かかってしまうと。だ

から結局乗らないということも聞いています。

だから、協議会のほうで検討しているのですけれども、大体どんな方向で行く予定なのかお

尋ねしたいと思います。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 上里町では、上里町地域公共交通活性化協議会において、地域の実情

に即した公共交通サービスを提供するために必要な事項について協議をしておるところでござ

います。同協議会では、本年度改善点の検討を行うために、協議会のもとに分科会を設置して、

現在での工夫や提案のほか、長期的な課題として運行形態のあり方等について検討をいたして

おるところでございます。今後も、同分科会の検討結果を初め、利用者アンケートの結果等も

活用しながら、住民意向を反映した公共交通サービスの提供をできるよう、平成30年以降も引

き続き検討を進めてまいりたいというふうに思っておるところでございます。

仲井議員おっしゃったように、朝出て行っても、帰りのバスを待っていると夕方になってし

まうと。１日がかりになってしまうということであるわけでございますけれども、そういうこ

とも、この協議会の中で検討してまいりたい。どういうふうにしたらもっと早く帰れるか。そ

ういうことも中で検討してまいりたいと、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ３番仲井静子議員。

〔３番 仲井静子君発言〕

○３番（仲井静子君） こむぎっち号に関しては本当に検討に検討を重ねていって、使いやす

いこむぎっち号になっていただきたいと思います。

次に、老人センターと保健センターについて複合的な計画を立てているということで、仮称

ですが、上里町健康増進センターワーキンググループで今検討しているとのことなのですけれ

ども、先ほど同僚議員が、子育て世代支援センターが町立の保育園の中に設置されるというこ

とを言っていました。それで、それは、できれば別の場所と言っていましたけれども、32年ま

でにつくらなければいけないというので間に合わないと。でしたら、この健康増進センターの

ほうには間に合うのではないかと。それは子育て世代支援センターではなくて、広いキッズル
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ームをつくったらいかがでしょうかという、これも提案なのですけれども、これからつくる健

康増進センターは、子供からお年寄りまでいろいろな人が出入りできるような、活用できるよ

うな施設であれば本当ににぎわうのではないかなと思います。

そして、その保健センターなのですけれども、健康診断率が今38.6％ですけれども、要する

に、健康診断はワープを会場にしてやっていますよね。だから、恐らくそれで受診率が低いの

ではないかと思っています。それで、ここの増進センターのほうで健康診断が行われるように

なれば、もっとこの健康診断の診断率も上がるのではないかと思うのですが、町長のお考えを

お聞かせください。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 健康増進センター検討ワーキンググループでは、昨年中に２回の会議

を開催して、既存施設の課題整理と施設の複合化、（仮称）健康増進センターに求められる機

能を中心に検討を行ってきたところでございます。今年１月には、公共施設等見直し検討委員

会に検討報告書が提出されたところでございます。

ワーキンググループの検討結果といたしましては、保健センターと老人福祉センターの両施

設の機能を備えることで、それぞれが独立した施設である必要はないことや、類似施設である

福祉町民センターについても複合化の余地があることなども挙げられておるところでございま

す。

複合化施設の建設規模につきましては、既存施設の面積合計を上限とすることや、建設場所

は旧施設の跡地を利用することも視野に、公共施設再配置や各種計画との整合性を図っていき

たいと、このように考えておるところでございます。

また、建設時期につきましては、複合化する既存施設の耐用年数や劣化状況を注視して検討

することが望ましいのではないかと考えておるところでございます。

今後は、ワーキンググループの検討結果を踏まえながら、公共施設等見直し検討委員会にお

いて、さらに詳細な検討を進めてまいりたいと、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） ３番仲井静子議員。

〔３番 仲井静子君発言〕

○３番（仲井静子君） 平成29年度に、（仮称）上里町健康増進センターワーキンググループ

を設置しということ、今検討しているということなのですが、いつごろつくる予定なのかとい

うのは、これがおくれている理由というのは上里中学校のほうの工事が入ったためにおくれた

ということも言っていましたけれども、いつごろ完成する予定なのかちょっとお尋ねしたいと

思います。
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○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） いろいろ、今日まで事業も進めてきたわけでございます。大きな金が

たくさんかかってきたわけでございまして、健康増進センターにおかれましても、一日も早く

建設をしたいというふうには思っておるわけでございますけれども、今ワーキンググループの

中で検討中でございますので、いつまでにできるということは一概には言えないわけでござい

ます。

○議長（納谷克俊君） ３番仲井静子議員。

〔３番 仲井静子君発言〕

○３番（仲井静子君） 公共施設に関しては、大体計画というのは、いつごろというのは立て

ないのでしょうか、町のほうとしては。何カ年計画とかそういうのは立てないで。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 今、グループの中で劣化調査もやっております。どのくらい傷んでい

るかということを調査しておるわけでございまして、その劣化調査いかんによってはいち早く

取り組む必要があるのであろうと、そんなふうにも思っておるところでございますけれども、

今のところ、いつまでに完成するとかいつまでに事業をしますよというようなお話は、今のと

ころできないわけでございます。

○議長（納谷克俊君） ３番仲井静子議員の一般質問を終わります。

暫時休憩いたします。

午後２時７分休憩

────────────────────────────────────

午後２時２５分再開

○議長（納谷克俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

一般質問を続行いたします。

１番飯塚賢治議員。

〔１番 飯塚賢治君発言〕

○１番（飯塚賢治君） 皆様こんにちは。議席番号１番公明党の飯塚賢治です。

議長のお許しをいただきましたので一般質問をいたします。

今回の質問は、１、ＡＥＤの使用について、２、町政について、以上２点でございます。

通告に従って順次質問をいたしますので、御答弁のほどよろしくお願いいたします。

では、初めに、１、ＡＥＤの使用について。
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①学校での心肺蘇生教育の普及推進及び突然死ゼロを目指した危機管理体制の整備について

伺います。

突然の心停止から救い得る命を救うためには、心肺蘇生、ＡＥＤの知識と技術を体系的に普

及する必要があり、学校での心肺蘇生教育はその柱となるものであります。

我が国では、平成16年に市民によるＡＥＤの使用が認められて以降、急速にその設置が進み、

ＡＥＤの使用による救命される事例も数多く報告されています。しかしながら、いまだなお、

毎年７万人に及ぶ方が心臓突然死で亡くなっているとともに、学校でも毎年100人近くの児

童・生徒の心停止が発生しております。その中には、平成23年９月のさいたま市での小学校６

年生の女子児童の事故のように、ＡＥＤが活用されず救命できなかった事例も複数報告されて

います。

そのような状況の中で、既に学校における心肺蘇生教育の重要性についての認識は広がりつ

つあり、平成29年３月に公示された中学校新学習指導要領保健体育科の保健分野では、応急手

当を適切に行うことによって障害の悪化を防止することができること。また、心肺蘇生法の包

帯法や止血法としての直接圧迫法などを取り上げ、実習を通して応急手当ができるようにする

と明記されています。

しかしながら、全国における教育現場での現状では、全児童・生徒を対象に、ＡＥＤの使用

を含む心肺蘇生教育を行っている学校は、平成27年度実績で、小学校で4.1％、中学校で

28.0％、高等学校でも27.1％と非常に低い状況であります。

そこで伺いますが、上里町においても、児童・生徒、教職員に対する心肺蘇生とＡＥＤに関

する教育を普及推進するとともに、学校での危機管理体制を拡充し、児童・生徒の命を守るた

めの安全は、学校環境を構築することは喫緊の課題と考えます。

本町の小・中学校におけるＡＥＤの設置状況、さらには、教職員へのＡＥＤ講習の実施状況

など、具体的取り組みも含めお伺いいたします。

次に、②ＡＥＤの戦略的配置について伺います。

2010年１年間で目撃された心原性心停止の総数が２万2,463件であり、そのうちＡＥＤが使

用されたのは３％でありました。残り97％はＡＥＤによる恩恵にあずかれなかった。なぜなの

か。ＡＥＤの絶対数がまだまだ足りないことではあるでしょう。しかし、地域のＡＥＤ配備基

準に一貫性がないこと、設備場所が市民に周知されていない、施設の広さに見合った必要台数

が確保されていないなど、設置に関する政策や計画性のなさが理由に挙げられます。

2011年８月、サッカーの元日本代表松田直樹選手が、松本市の公園グラウンドで練習中に心

室細動で倒れ不帰の人となりました。このとき、現場にいた２人の同僚が公園管理事務所に走

ったが、そこにＡＥＤはなかった。実は、彼らがいつも練習していた市営サッカー場にはＡＥ
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Ｄがあったが、当日は、そこで少年試合が開催されたので場所を変更したということでした。

不運であることを痛感させられます。

こうしたＡＥＤ配備状況を見直して、また、新しく設置するに当たり、戦略的で効果的な設

置でなければならないのではないかと考えますが、設置場所等、町民の皆様に十分な周知がな

されているかを含めお聞きしたいと思います。

次に、③ＡＥＤ使用の教育・訓練を幅広く行う必要性について伺います。

ＡＥＤの設置を進めるだけでは、必ずしも十分な救命率の改善は望めません。設置されたＡ

ＥＤを維持管理し、いつでも使えるようにしておくことが必要です。そして、教育と訓練によ

り、ＡＥＤを使用できる人材を増やすことも絶対不可欠であります。心肺蘇生法の普及実施割

合が十分とは言えない現状にあっては、ＡＥＤがあったにもかかわらず使用されない事例もあ

るようです。これでは宝の持ちぐされとなってしまいます。

上里町におきましても、従来以上に心肺蘇生法講習会を積極的に展開し、町民の皆様の理解

を深め、ＡＥＤを用いた心肺蘇生法を行うことができる人材を幅広く増やす必要性があると私

は考えますが、町長のお考えをお聞かせ願います。

続きまして、２、町政について。

①関根町政の４期16年の実績と将来の希望について伺います。

関根孝道町長におかれましては、昨年、今期限りでの御勇退の報道が新聞紙上に取り上げら

れておりました。

私は、１期４年間、議会において御一緒させていただきまして、その中で聞き及んだ話では

ありますが、現在では、各市町村でごく当たり前のように活動している防犯パトロールカーも、

埼玉県下で一番早く導入したと聞いています。また、近年では、上里西部土地改良事業を進め

るとともに、あわせて、公園整備を含めた周辺整備事業やスマートインターの設置など多くの

事業を完成させております。そうした事業以外でも、私がお願い事にお伺いすると、何事にお

いても親身になって聞いていただき、町民の皆様の話もよく耳を傾けておられました。こうし

た努力で築き上げてこられた実績も多々あると思います。

そこで、私が知り得ていない事業等もあると考えていますので、今までを振り返っていただ

きお話し願いたいと思います。また、今後の町づくりに対しまして将来の希望などございます

れば、参考にさせていただきたいと思いますのでお聞かせ願います。

以上、壇上での質問を終了します。

○議長（納谷克俊君） １番飯塚賢治議員の質問に対して、町長の答弁を求めます。

町長。

〔町長 関根孝道君発言〕
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○町長（関根孝道君） 飯塚議員の質問に、順次お答えを申し上げたいと思います。

初めに、１番のＡＥＤの使用についての学校での心肺蘇生教育の普及推進及び突然死ゼロを

目指した危機管理体制の整備についてでございますが、これは学校に関することでございます

ので、後で教育長のほうから答弁をさせていただきたいと思います。

次に、１、ＡＥＤ使用についての②番、ＡＥＤの戦略的配置について、③番、ＡＥＤ使用の

教育・訓練を幅広く行う必要性についてでございますが、関連がございますので一括して答弁

をさせていただきたいと思います。

現在のＡＥＤの公共施設への設置状況でございますが、各小・中学校のほかに、役場庁舎、

各児童館、保育園、保健センター、中央公民館及び各地区公民館に設置してあります。町民体

育館には常設１台のほかに貸し出し用を２台配備し、スポーツ少年団加盟団体やレクリエーシ

ョン協会加盟団体等の教育関係団体に貸し出しを行っており、常設できない場所やグラウンド

での利用の配慮をしております。また、町民体育祭やふれあいまつりなどの町のイベントにお

いては、臨時的に会場内に配備をしております。

ＡＥＤの設置場所につきましては、設置場所一覧として、住民の皆さんには改めて周知して

おりませんが、来年度作成予定の防災マップには記載する予定でございます。今準備を進めて

おるところでございます。また、インターネットで、街の情報館というホームページを閲覧す

ると、民間で設置している場所も含めてほぼ網羅されている地図を見ることができ、町のホー

ムページからもごらんいただけることになっております。

また、高齢者の介護予防事業といたしまして、ちょっくら体操を各行政区の集会施設で実施

しており、現在20カ所で活動しております。国の示すガイドラインによりますと、ＡＥＤ設置

場所につきましては比較的規模の大きな公共施設ということで、役場や公民館等が挙げられて

おります。各行政区集会所施設等への設置につきましては、ガイドラインを参考にしながら、

今後検討してまいりたいと、このように考えておるところでございます。

次に、ＡＥＤの教育・訓練でございますが、今年の２月２日と７日の２日間、役場庁舎にお

きまして、ＡＥＤを設置しておる施設の職員を中心に、臨時職員も含め、広域消防本部の救急

救命士を講師に、ＡＥＤ救命講習を行いました。これまでも、高齢者いきいき課の職員や保健

センターの職員、新採用職員、消防団所属の職員など関係部署ごとに講習に参加をしておりま

したが、今回の講習でほぼ全職員が講習を受けたことになります。ほかにも体育協会やスポー

ツ少年団本部が主催する救命講習会も行っているようでございます。

議員御指摘のとおり、ＡＥＤの使用方法も含めた救急救命講習につきましては多くの方が参

加し、実際にＡＥＤを使用できる人材を増やすことが重要だと考えております。また、ＡＥＤ

の設置を進めるだけでなく、各施設の職員にＡＥＤ使用の教育や訓練を今後とも継続的に実施
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し、各種団体や施設の利用者にも対象を広げ、広域消防本部と連携をとりながら取り組んでま

いりたいと、このように考えておるところでございます。

次に、２番の町政についての、関根町政の４期16年の実績と将来の希望についての御質問に

お答えを申し上げたいと思います。

私はこれまで、４期16年の間、町長として上里町の発展に取り組んでまいりました。社会情

勢が大きく変化し、行政に対するニーズも高度化する中で、議会の皆さんの御協力も賜りなが

ら、さまざまな施策を展開してまいりました。

議員よりお話のありましたように、防犯パトロールカーを県下でいち早く導入するなど、安

全・安心の町づくりを進めてきたほか、上里西部土地改良事業を進め、優良農地や産業団地と

なる17ヘクタールの土地を整備し、近年は、このサービスエリア周辺地区の整備に力を入れ、

企業誘致、スマートインターチェンジの開設、農村公園の整備など活性化を図ってまいったと

ころでございます。

このほか、各分野ごとに幾つか挙げさせていただきますと、子育て支援に関しましては、各

小学校区域への児童館の建設、中学生までの医療費の無料化、第３子以降の保育料無料化など

を実現してまいりました。都市基盤の整備に関しましては、古新田四ツ谷線の開通、あおぞら

パークの開園、教育の分野においては、「まなびとふれあいの町宣言」を推進し、上里中学校

の改築、小学校の耐震化などを実施いたしました。

16年の間には国体も開催され、ふれあいまつり・桜まつりも始まりました。タウンプロモー

ションにはこむぎっちが誕生し、活躍を今しているところでございます。

今後の町づくりの希望でございますが、防災や防犯の観点から、安心・安全な町づくりを基

盤として、企業誘致やサービスエリア周辺地区の活性化を図り、人口減少に歯どめをかけるこ

とが、町の持続的発展に欠かせないものと考えております。後任の町長には、上里町総合振興

計画や総合戦略に基づく各事業を着実に推進していただきたいと考えております。

議員の皆さんにおかれましても、町政の発展のため、引き続き格別の御協力をお願い申し上

げたい、このように考えておるところでございます。

○議長（納谷克俊君） 次に、教育長の答弁を求めます。

教育長。

〔教育長 下山彰夫君発言〕

○教育長（下山彰夫君） 飯塚賢治議員の１、ＡＥＤの使用についての御質問にお答え申し上

げます。

①学校での心肺蘇生教育の普及推進及び突然死ゼロを目指した危機管理体制の整備について

でございます。
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ＡＥＤを活用されず救命できなかった事例があり、学校での心肺蘇生教育の充実及び突然の

心肺停止に対応できる学校安全・危機管理体制の強化を図ることは喫緊の課題であると考えて

おります。

学校では危機管理マニュアルを作成しており、事故が発生した場合、迅速に対応できる体制

を整えております。

ＡＥＤにつきましては全小・中学校に設置されております。設置場所につきましては、体育

館の玄関、校庭から見える保健室の窓などに「ＡＥＤ設置」の表示をさせていただいておりま

す。

次に、児童・生徒の心肺蘇生教育につきましては、議員御質問の中にありましたように、中

学校では保健体育科の保健分野「応急手当」の中で学んでおります。内容といたしましては、

心停止に陥った人に遭遇したときの応急手当として、気道確保、人工呼吸、胸骨圧迫などの心

肺蘇生法について学習しております。小学校では、高学年において、交通事故や身の回りの生

活の危険が原因となって起こるけがの防止、すり傷などの簡単な手当を学習しておりますが、

心肺蘇生法については触れておりません。

教職員に対しましては、学校において年に１度、これはプールの開始前が主になっておりま

すけれども、ＡＥＤを活用した心肺蘇生法講習会を開催しております。また８月には、児玉郡

市広域消防本部が開催する普通救命講習会へ、保健主事、養護教諭、安全担当が参加し、心肺

蘇生法や止血法、気道異物除去法などについて学んでおるところでございます。

今後も、学校での突然死ゼロを目指し、心肺蘇生教育を普及させるなど危機管理体制をより

一層充実させていきたいというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（納谷克俊君） １番飯塚賢治議員。

〔１番 飯塚賢治君発言〕

○１番（飯塚賢治君） それでは再質問をさせていただきます。

先ほど町長の御答弁の中に、こむぎっちちょっくら体操をやる各地域の集会所等、こういっ

たところについては大勢の方ではないという判断がされておられたわけですけれども、今後、

もっともっと普及するようなことがあるときに、そうした、例えばちょっくら体操をやられて

いる皆様は御高齢の方も結構おられますし、そこには区長等もしっかりついてやっている現状

ではございます。そして、その区長さんが、心肺蘇生法とかこのＡＥＤの使用というのは知っ

ておられるのかといいますと、結構知っていない、また訓練を受けていないというふうにお話

をする方が多いです。

そこで、このＡＥＤの使用の教育訓練というのは、この２年間の間に務める区長さんに対し
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ましては、御希望をされる方で結構だと思うのですけれども、この町の行政のほうで音頭を取

っていただいて、年に１回はやっていただけないでしょうかという提案を私のほうでさせてい

ただきますが、町長いかがでしょうか。

○議長（納谷克俊君） 町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 先ほどもお話を申し上げましたけれども、各種団体や施設の利用者に

対しましても講習を受けていただければというようなお話もいただいておるところでございま

す。

先ほど飯塚議員がおっしゃられておりましたように、各字でちょっくら体操、今、20カ所も

行われておるわけでございます。そういった中で、そういうところではお年寄りの皆さんが非

常に多いわけでございますけれども、ただ講習を受けている人がいないと、せっかくあっても

利用できないという面もあるわけでございますので、できれば、区長さんを含めた中の各種団

体の皆さんにもそういう講習を受けていただいて、できればそういうところへも貸し出しをで

きればいいかなと、そんなふうにも思っておるところでございますので、今後、研究課題とさ

せていただきたいと思います。是非、字のお祭りやそういうところへも、そういう形の中で貸

し出しができればいいなと、そんなふうにも思っておるところでございます。

しかしながら、今、貸し出ししておるものが体育館に２台あるようでございます。先ほども

お話し申し上げましたけれども、町のふれあいまつりだとか桜まつりや体育祭やら、乾武マラ

ソン大会、そういう大きなイベントの中で貸し出しを持って行ってやっていただいておるわけ

でございますけれども、もう少し小規模なそういうところへも、もし講習を受けていられる方

があれば貸し出しができるのではないかなと、そんなふうにも思っておるわけでございますの

で、区長さんを含めて講習をやらせていただければと、このように考えておるところでござい

ます。

○議長（納谷克俊君） １番飯塚賢治議員。

〔１番 飯塚賢治君発言〕

○１番（飯塚賢治君） 大変ありがとうございました。

それでは２番目の町政についてでございますけれども、大変、町長御答弁ありがとうござい

ました。私にとって大変参考になります。

関根町長におかれしましては、４期16年の長きにわたり本当にお疲れさまでございました。

以上で私の質問を終了いたします。

○議長（納谷克俊君） １番飯塚賢治議員の一般質問を終わります。

午後２時５０分休憩
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────────────────────────────────────

午後３時１０分再開

○議長（納谷克俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。

一般質問を続行いたします。

10番新井實議員。

〔１０番 新井 實君発言〕

○１０番（新井 實君） 皆さんこんにちは。議席番号10番の新井實でございます。

議長からの通告順に従い、ただいまから一般質問をさせていただきます。

今回の一般質問は大きな項目で５項目ございます。

(1)として教員不祥事処分について、(2)として「特別の教科 道徳」について、(3)公園遊

具に寄附を募ることについて、(4)認知症事故賠償について、(5)地元企業の町外への流出防止

について。

それでは、項目順に従い、(1)から質問させていただきます。

(1)教員不祥事処分について。

①児童・生徒への不祥事行為に及ぶなど資質を欠く教員には厳正に対処し、再発防止に対応

することについて。

児童・生徒へのわいせつ行為など資質を欠く教員には厳正に対処し、再発防止につなげなけ

ればなりません。文部科学省は、昨年度の小・中学校などの教員に対する処分状況をまとめま

した。わいせつ行為やセクハラによる処分は226人で過去最多でした。教え子など自校の児

童・生徒を対象とした事例が半数を占めています。実態は深刻であります。子供の信頼を踏み

にじる卑劣な行為です。文部科学省は、児童・生徒へのわいせつ行為を、原則、懲戒免職とす

るよう各教育委員会に求めていますが、一部の県では処分基準を策定していないとのことであ

ります。明確な基準をあらかじめ公表することで抑止効果が期待できるのであり、埼玉県及び

上里町教育委員会では、わいせつ行為やセクハラ等に対する処分基準をどのように定めている

のか、下山教育長にお伺いいたします。

学校の姿勢も問われています。

ＬＩＮＥなどソーシャル・ネットワーク・サービス（ＳＮＳ）で、教員が生徒を呼び出すケ

ースが目立っています。個別に私的な連絡をとらないルールを徹底することは大事と思います

が、下山教育長の見解をお聞かせください。

管理職や教員同士が日ごろから連携し、１対１の長時間指導をできるだけ避けるといった工

夫も大切であり、また、生徒は、第三者に相談しやすい体制づくり等が必要ではないかと思い

ますが、下山教育長の、この問題に対するお考えをお伺いいたします。
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看過できないのは、わいせつ行為で懲戒処分を受けた教員が、経歴を偽るなどして他県で採

用されていた事案です。再び問題を起こすまで教育委員会が処分歴を把握していなかったのに

は驚かされます。わいせつ行為による処分では、被害者への配慮から教員の氏名を公表しない

ことが多い。文部科学省は、懲戒免職で教員免許を失効した場合、各教育委員会が情報を共有

できるシステムを導入する方向とのことである。

上里町教育委員会でも、今後、教員の採用時には、共有できる情報システムを積極的に利用

し、優秀な教員を確保していただきたいと思いますが、下山教育長の見解をお伺いいたします。

言葉の暴力も問題であります。

教員からの暴言を機に不登校になる生徒もおり、言葉の暴力を懲戒処分の対象とする動きも

広がっています。

2012年に大阪市立桜宮高校で、体罰を受けた男子生徒が自殺した問題を受け、大阪市教育委

員会では昨年３月、懲戒基準を見直し、教職員による生徒の人格や人権・能力を否定する発言

やおどかしも懲戒処分の対象としました。

新潟市では、東日本大震災後に福島県から避難した男子児童の名前に菌をつけて呼んだ40代

の男性教諭を、昨年３月、減給10分の１（３カ月）の懲戒処分としました。同市教育委員会で

は、昨年４月、懲戒処分となる行為に、不適切な言動及びいじめへの加担などを盛り込みまし

た。言葉の暴力に対する上里町教育委員会の懲戒処分の対象はどのように現在なっているのか

下山教育長にお伺いします。

余り軽い処分であれば、新潟市教育委員会ぐらいの懲戒処分が必要ではないかと思いますが、

下山教育長の見解をお伺いいたします。

体罰を伴わなくても子供の心を深く傷つける不適切な言動があれば、厳正に処分すべきと考

えます。

教科書会社が教員に、謝礼などとして金品を渡した問題での処分も相次ぎました。

東京都教育委員会は、2016年度、区立中学校の校長など計22人を懲戒処分とし238人を文書

訓告としました。東京都教育委員会は、一昨年11月、教職員らが利害関係者と接触する際の指

針を改定。教科書会社と意見交換をする場合は上司の承認を得なければならず、謝礼を受け取

ってはならないと明記しました。

また、大阪市教育委員会は一昨年５月、検定中の教科書を見て謝礼を受け取った市立中学校

校長ら計45人を、懲戒処分や文書訓告などとしました。そして、同市教育委員会は、一昨年７

月には、教員が教科書会社と接触する際には事前に同市教育委員会の承認を得ることを義務づ

けました。同市教育委員会は、きちんとルール化することで再発防止につなげたいとしていま

す。
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上里町では、教職員らが教科書会社等の利害関係者と接触する際の指針はどのようになって

いるのか、下山教育長にお伺いいたします。

もし上里町教育委員会で、東京都や大阪市教育委員会等のように、教科書会社と教職員が接

触する際の指針がある場合は問題ありませんが、ない場合は不祥事が起こりかねませんので、

早急に詳細な指針を作成し、教職員が利害関係者から金品を受け取った場合は厳しい懲戒処分

を実施できるようにお願いしたいと思いますが、下山教育長のお考えをお聞かせください。

処分を受けた教員の多くは教育委員会の指導や研修を受けると思いますが、子供を守るには、

安易に教壇に戻さず、教員としての適格性を冷静に見きわめることが重要であると思います。

(2)「特別の教科 道徳」について。

①2018年度から小学校で始まる「特別の教科 道徳」（道徳科）への期待と課題について。

2018年度から「特別の教科 道徳」（道徳科）が小学校で始まります。道徳の授業で初めて

教科書が使われ、子供の成長ぶりを文書で記す評価も始まります。「特別の教科 道徳」は、

他の教科と同様に検定教科書を使うが専門の免許はありません。成長の評価も数値ではなく文

章で記すといった違いがあり、特別の教科と位置づけられました。

2011年10月、大津市で発生した中学生のいじめ自殺がきっかけとなり、2013年、政府の教育

再生実行会議が教科を提言。2015年に導入が正式に決まりました。中学校は2019年度から始ま

ります。

「特別の教科 道徳」は、戦前の道徳教育を担った修身が前提であり、修身は、明治天皇は、

1890年、君主に奉仕する臣民の教えとした教育勅語をもとに学びました。麗澤大学の江島顕一

准教授（日本道徳教育史）によりますと、修身の教科書、親孝行や尊皇愛国といった教育勅語

に書かれている徳目を、二宮金次郎など人物の伝記やエピソードから教えるように編集されて

いました。授業では、試験などで子供の理解度をはかり、甲乙丙（優良可）と成績もつけてい

ました。明治期から、知識偏重で実施生活につながる意欲や態度育成になっていないとの批判

がありました。大正時代に子供の個性や自主性を重視した教育思想が広がると、グループでの

話し合いや授業で理解したことを日常生活で実践させる指導が提案されるようになりました。

昭和に入ると、教科書では軍国主義的な内容が強調され、教え込みの傾向も強まりました。敗

戦で連合国軍総司令部（ＧＨＱ）が修身停止の指令を出しました。1958年（昭和33年）から週

１回道徳の時間が始まりましたが、一部の教員から、価値の押しつけだと反発され形骸化も指

摘されてきました。

江島准教授は、修身は試行錯誤の歩みでした。その検証から、道徳科学が学ぶことは少なく

ないと話しています。

今回の道徳の教科化で、道徳の授業にどれだけ力を入れるか、これまで学校によって差があ
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ったようで、まずは週１時間の授業を定着させることは最優先課題と私は思いますが、下山教

育長の見解をお伺いいたします。

従来、読み物の登場人物の心情を読み取るだけに偏ったり、教師にとって望ましいことを言

わせたりする授業は多かったことであります。教科化で求められる、考え・議論する道徳に向

け、今後教員をどのように指導していくのか下山教育長に、その指導方針をお伺いいたします。

全国で相次ぐいじめ自殺の問題が教科化の発端となったこともあり、全ての教科書がいじめ

を考える教材を収録したとのことであります。ネットいじめの恐ろしさやネット上でのトラブ

ルを避ける言葉の使い方、選び方などを考えさせる授業が特に大事と思いますが、上里町教育

委員会では「特別の教科 道徳」の中でいじめ問題をどのような位置づけで考えているのか、

下山教育長にお伺いいたします。

文部科学省の発表によると、教科書のシェア（市場占有率）１位は東京書籍（21％）、約

700冊の差で日本教育出版（21％）、光村図書出版（17％）が続き、人気が分散したとのこと

であります。各教科書の大きな違いは、児童が自分の考えや級友の意見を記入するワークシー

トをつけた別冊の有無であります。話し合いの記録と位置づけられ、教員が児童の成長を評価

する際の重要な資料となります。８社中３社（日本文教出版、学校図書、廣済堂あかつき）が

別冊を用意しました。

別冊をつけた日本文教出版を採択した大阪市教育委員会は、若手や経験の浅い教員が道徳科

の授業になれることを重視したとのこと。担当者は別冊ノートで学習のポイントを振り返るこ

とができるなど、子供が考えを深められるように配慮されている。教員が指導方法を確立しや

すいと採択理由を述べています。

学研教育みらいを選んだ福岡市教育委員会も、考え・議論する道徳を重視。子供が簡単には

答えられない葛藤場面がわかりやすく示され、話し合いにつながりやすいと説明しています。

仙台市では、2014年以降いじめを受けていた中学生の自殺が相次いでおり、いじめ防止や生

命尊重は道徳科の重要課題でした。同市教育委員会は、採択の際、各教科書のいじめの扱いに

注目し東京書籍を選びました。担当者は、いじめを扱う特設コーナーを各学年で設け、いじめ

防止を重視する姿勢が見えると語っています。

上里町教育委員会は道徳科に向けた課題をどうとらえ、何を重視し、どこの出版社の教科書

を採用したのか、下山教育長にお伺いいたします。

今後、各学校はそれぞれの道徳課題に沿って年間指導計画をしっかりつくることは大きな課

題と思いますが、上里町の道徳教育の課題は何でしょうか、下山教育長にお伺いします。

各学校で、校長を中心に学校や地域の課題を的確に判断したり、家庭や地域との連携も重要

で、各学校は道徳教育の授業内容など情報をどんどん発信していくことは大事なことだと考え
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ますが、このことに対する下山教育長の見解をお聞かせください。

(3)公園遊具に寄附を募ることについて。

①各地の公園や学校で遊具の老朽化が進む中、修理や新設の費用を寄附で賄う独自の取り組

みについて。

各地の公園や学校で遊具の老朽化が進む中、修理や新設の費用を寄附で賄う独自の取り組み

を一部の自治体が進めています。バブル期に多数設置された公共の遊具は相次いで更新時期を

迎え、自治体が多くの整備予算を組むのは困難です。自治体の担当者らは、支援の広がりに期

待しています。

国土交通省によると、2013年度末時点で全国の公園にある遊具約46万7,000基のうち47.7％

は設置から20年以上経過し、使用中止になっているものも多い。千葉市では公園や公立保育園、

小学校で修理や新設の要望がある遊具は約220基。全てに応じるには約２億2,000万円が必要で

す。市は、少しずつでも実現しようと、昨年８月、企業や個人を対象に寄附を募り始めた。一

定額以上複数年続けることが条件で、市内のマンション施工会社と系列会社が３年間の寄附を

決めました。この２社が2017年度に贈った計2,000万円は、通称ピラミッド公園、同市美浜区

の火災で焼失したアスレチック遊具の再建などに充てられる予定です。名古屋市は、2014年４

月から、リストから数十万円程度の小型遊具を選び、希望の公園に寄附する方法で募集。2014

年度は個人・団体から12基分、約220万円が集まりました。しかし翌年度から伸び悩み、市は、

子供の未来のために贈り物をしませんかと呼びかけています。

上里町の公立の中小公園や小学校の老朽化した遊具は何基ぐらいあり、また、金額にして幾

らぐらいあるのでしょうか。

上里町も、千葉市や名古屋市のように、各地の公園や学校で遊具の老朽化が進む中で、修理

や新設の費用を寄附で賄う独自の取り組みをしていただきたいと思いますが、関根町長のお考

えをお聞かせください。

寄附文化の普及に取り組むＮＰＯ法人日本ファンドレイジング協会（東京の鵜尾雅隆代表理

事）は、自分らしい形で社会貢献しようという人は増えている。遊具への寄附は、子供が喜ぶ

姿を見ることができ達成感も得やすいと評価しています。

(4)認知症事故賠償について。

①「はいかい高齢者個人賠償責任保険事業」について。

もし、認知症のあなたの家族が事故を引き起こして損害賠償を求められたら、逆に、認知症

の人による事故の被害になったらどうしますか。

神奈川県大和市は、昨年11月、認知症の人の徘回などによる事故を対象にした独自の保険事

業を全国に先駆けてスタートさせました。神戸市も公的救済制度の素案をまとめました。認知
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症の高齢者が増える中、両市の取り組みは、安心して介護できる地域の試金石となりそうです。

認知症の人の介護に一石を投じたのは、愛知県で列車にはねられ死亡した事故で、ＪＲ東海

が起こした裁判です。振替輸送費など720万円の賠償を介護していた家族に求めました。１審、

２審は家族の賠償責任を認めたが、一昨年３月の最高裁判決は、家族の監督責任はなく賠償責

任もないとの判決を示しました。家族の負担に配慮したと積極的に評価する声も出ましたが、

２つの課題を残しました。

まず、家族の心身の状況や介護の実態によって賠償責任を負うとの判決を示したため、懸命

に介護をする家族ほど責任を負うリスクは多くなり、介護放棄につながりかねないとの懸念が

出ました。他方、家族が賠償責任を負わない場合には、事故の被害者の損害が救済されないと

いう問題も指摘されました。このため、認知症の人と家族、地域の人々は安心して暮らすため

の公的な救済策を求める声が、患者家族の会などから上がっていきました。

大和市のはいかい高齢者個人賠償責任保険事業は、行方がわからなくなった認知症高齢者を

発見・保護する、市の、はいかい高齢者等ＳＯＳネットワークの登録者に限定しているのが特

徴です。ＳＯＳネットワークは徘回している人や徘回の可能性がある人が対象で、地域包括支

援センターでの面談を経て登録されます。個人賠償責任保険事業は、市が民間会社との個人賠

償責任保険と契約、登録。登録者を被保険者とする仕組みです。認知症の人に損害を与えられ

た被害者に賠償金が出るだけでなく、認知症の人がけがをした場合にも傷害保険金がおります。

年間約250万円の保険料を市が支払うため登録者の負担はありません。

課題は、ＳＯＳネットワークの登録者ではない認知症の人が徘回をして事故を起こした場合

は救済されないことです。大和市の認知症高齢者は約8,600人に上るのに対し、登録者は約240

人にとどまっています。同市高齢福祉課の杉内直課長は、賠償責任保険の報道でネットワーク

への関心も高まっており参加の申し込みも相次いでいます。将来的には徘回のリスクがある人

をほぼカバーできるはずと話しています。

神戸市では昨年５月から公的救済の仕組みを検討してきました。昨年10月末にまとまった素

案は、認知症と診断された人が徘回をしたり火事を起こしたりして他人にけがなどを負わせた

場合を想定しています。原則として、加害者か被害者のいずれかが神戸市民で、加害者が認知

症と判断と診断されているケースが対象となります。新たに設定する法律の認知症の専門家な

どからなる第三者委員会が、事故が救済対象となるのかや給付額を設けて、市が被害者に給付

金を支給します。2019年度の制度開始を目指します。

国は一昨年末、公的な被害者救済制度の創設は現時点では難しいとして、民間の個人賠償責

任保険の利用普及を図る方針をまとめました。

民間保険では、三井住友海上火災保険とあいおいニッセイ同和損害保険が販売する新型個人
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賠償特約は、認知症高齢者などが線路に立ち入って電車をとめ、多額の損害賠償請求を受けた

場合にも備えます。特約部分の保険料は年間2,000円代だが、認知症の人を老老介護する世帯

は、年金生活で経済的な余裕がないことも多い。大和・神戸両市の取り組みは公的救済策の先

例として自治体間の関心を集めています。

また、認知症の人を社会のリスクと見るのではなく温かく接するためにも、自治体が被害救

済の仕組みづくりに乗り出す意義があると思いますが、上里町の公的救済の仕組みづくりをお

願いしたいと思いますが関根町長の見解をお伺いいたします。

また、徘回高齢者個人賠償責任保険事業の仕組みづくりは、大和市や神戸市等を比較研究し、

上里町に見合った被害者救済制度をつくっていただきたいと思いますが、関根町長のお考えを

お聞かせください。

(5)地元企業の町外流出防止について。

①地元企業の町外への流出を防ぐ活動を強化することについて。

埼玉県三芳町で、地元企業の町外への流出を防ぐ活動を強化しています。林伊佐雄町長ら町

幹部による個別訪問のほか、町役場に企業幹部らを集めて懇談会を実施。企業が抱える課題や

要望などを集約し町の施策に生かす。町外からの誘致活動と並行して、企業が操業しやすい環

境整備を進め、町の持続的な発展を目指す。

同町は、人口約３万8,000人の規模ながら、東京から30キロメートル圏内と交通利便性がよ

く、企業の本社や大規模工場なども多く抱える。半世紀近く同町で事業を続ける企業もあり、

税収や町づくりの観点から、１社当たりが町に与える恩恵は他の自治体と比べても大きい（幹

部）と言う。こうした有力企業が町外に流出するのを防ごうと、町は2017年度から活動を本格

化。漬け物製造大手のピックルスコーポレーションなど町内に拠点を持つ大手を中心に林町長

が訪問し、企業活動を巡る意見交換を進めている。

２月17日には、事務用品通販のアスクルや産業廃棄物処理業の石坂産業など町内進出企業12

社を町役場に集め、町幹部らとの初の懇談会を実施。町の施策への理解を深めてもらうのが主

な狙いで、企業からは、通勤のための路線バスの増設や人手不足に対応する雇用政策、独身者

向けの共同住宅の整備などの要望が出た。同町は、関越自動車道三芳パーキングエリアのスマ

ートインターチェンジの利便性向上をにらみ、周辺を企業立地促進エリアに設定するなど町外

からの誘致活動も進めている。同エリアに物流施設の開発管理を手がけるＣＩＥが新規施設の

整備を決めるなど、早速効果もあらわれ始めた。町は、2018年度も企業との対話を続ける方針

とのこと。

航空部品製造のウラノ（埼玉県上里町）は、本社と工場を群馬県伊勢崎市に移転する。群馬

県が造成した伊勢崎宮郷工業団地内の土地を今年１月５日に取得した。新工場は、2019年に一
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部稼働を始め、同じ敷地内に建てる本社には2020年に機能を移す見通しだ。敷地面積は現在の

約３倍に広がる。航空部品の需要は伸びており、生産体制を増強して受注拡大をつなげる。本

社と工場の延べ床面積は計約１万2,000から１万5,000平方メートルを見込む。投資額は約30億

円の予定。新工場には、エンジン以外の航空部品と半導体製造装置部品の生産ラインを移し、

エンジン関連部品を当面既存の工場で生産する。米国ボーイング社などの旅客機向け部品の需

要の高まりを受け、同社では本社工場の移転を検討していた。当初は埼玉県内への移転を予定

していたが、大規模な工場を建設できる伊勢崎宮郷工業団地への移転を決めたとのことである。

上里町にとって、株式会社ウラノの本社と工場を移転されてしまうことは、法人税収入や雇

用の確保等の面で大きな損失であります。上里町にも上里サービスエリアの南側に約３万

5,000坪の大きな産業団地を造成されてあったわけですが、そこにウラノを誘致できなかった

のは非常に残念でならない。現在、上里町にある会社の本社と工場が他の地域に逃げられると

いうことは、上里町当局の企業誘致活動の営業不足があったものではないかと思いますが、関

根町長のお考えをお聞かせください。

上里サービスエリア南側の町造成の産業団地は、最終的に大和ハウス工業に売却。１万坪は

大和ハウス工業が自前で物流倉庫をつくるそうですが、残りの２万坪は町が大和ハウスと連携

して企業誘致を積極的に行っていただきたいと考えるところですが、関根町長の見解をお伺い

いたします。

また、上里町では、地元企業ウラノ等の町外への流出を防ぐ活動を三芳町のように強化する

必要があると思います。町長を初め町幹部による企業への個別訪問、町役場に企業幹部らを集

めて懇談会を実施、企業が抱える課題や要望・意見などを集約し町の施策に生かす活動を実施

していただきたいと思いますが、関根町長のお考えをお聞かせください。

今後、上里町では、町外からの企業誘致活動と並行して、既存の企業が操業しやすい環境整

備を進め、町の持続的な発展を目指すとともに、土地利用に関する規制の緩和なども検討し、

戦略的に企業誘致と定着に取り組むことで雇用や税収を増加し、行政基盤の安定につなげるこ

とが大事であると思いますが、関根町長の見解をお伺いいたします。

以上で、一般質問を終わらせてもらいます。

○議長（納谷克俊君） 10番新井實議員の質問に対して、町長の答弁を求めます。

町長。

〔町長 関根孝道君発言〕

○町長（関根孝道君） 新井實議員の質問にお答えをさせていただきたいと思います。

初めに、１、教員不祥事処分につきましては、文部科学省の発表などから、全国的に教職員

による不祥事が相次いで発生し、学校教育への信頼が大きく揺らいでいる状況にあり、町とし
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て総合教育会議の場を使いながら、教職員による不祥事が起こることのないよう、継続的に取

り組んでいく必要があると考えておるところでございます。

次に、２番の「特別の教科 道徳」についてでございますが、今までの道徳から「特別の教

科 道徳」に教育内容が変更された背景につきましては、グローバル化の進展により、人々が

互いに尊重し合いながら生きることが求められるようになったことや、情報通信技術などの進

歩によりコミュニケーションや対人関係が変化し倫理的問題が発生するなど、社会状況の変化

に対応するため、みずから感じ、考え、他者と対話し協働しながら、よりよい方向を目指す資

質・能力を備えることが求められておるところでございます。こうした資質・能力の育成に向

け、道徳教育は大きな役割を果たしていると考えておるところでございます。

御質問に関しましては、教育に関することでございますので教育長のほうから答弁をさせて

いただきたいと思います。

次に、３番の公園遊具に寄附を募ることについて。

①各地の公園や学校での遊具の老朽化が進む中、修理や新設の費用を寄附で賄う独自の取り

組みについての御質問にお答えを申し上げたいと思います。

公園や学校遊具の適切な維持管理は、公園では町民の安らぎやリフレッシュを促進し、学校

では児童・生徒の体力の育成につながることから重要であると考えております。

現在、町内には、公園や学校、保育園、児童館をあわせて316基の遊具が設置されておりま

す。保育園及び児童館には修繕が必要な遊具はなく、学校遊具についてもわずかである一方、

公園遊具につきましては、全127基のうち37基が修繕、15基が撤去の対象となっており、計画

的に修繕や撤去を行っておるところでございます。これらにかかる費用は約800万円程度と見

込んでおるところでございます。

議員御提案の、遊具の修理や新設の費用を寄附で賄う取り組みでございますが、現在、上里

町で受けているふるさとまちづくり寄付金では、寄附者が使途を選択できるようになっており、

その中で、「未来を担う子どもたちへの教育支援」、「安心安全で暮らしやすいまちづくり」

など、遊具に充当できるものがあることから、本制度の活用も可能でございます。

御指摘のように、先進自治体においても、遊具に対する寄附に関しましては、必要額の確保

などに課題はあるようでございますが、いずれにしても、遊具を設置する上では、住民に安全

に利用していただくことが最優先でございますので、今後、遊具の更新や修繕に関する計画を

策定する中で、ふるさと納税制度を初めとしたあらゆる寄附制度の活用につきましては、先進

事例なども参考にしながら調査・研究をしてまいりたいと、このように思っておるところでご

ざいます。

次に、認知症事故賠償についての、「はいかい高齢者個人賠償責任保険事業」についての質
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問にお答えを申し上げたいと思います。

認知症は65歳以上の７人に１人と言われ、上里町では平成28年度に要介護認定を受けた方で

710人が認知機能の低下により日常生活に支援が必要な状態と判定されております。このうち、

徘回高齢者等ＳＯＳネットワーク登録者は17人でございます。

徘回高齢者が道路や線路内で事故を起こした場合、被害者、加害者どちらにもなるおそれが

あり、認知症の方と御家族が、地域で安心して生活できる環境づくりは重要な課題であると考

えております。

平成28年、徘徊中に電車にはねられ死亡した事故をめぐり、鉄道会社が遺族を相手に起こし

た裁判を契機に、民間保険におきましては、個人賠償責任保険の範囲が拡大され、「責任能力

者を監督する義務を負う別居の家族」や「物理的な損壊のない列車の運行不能損害」などの特

約も開発されており、本町においても周知に努める必要があると考えております。

議員御提案の公的救済の仕組みづくりでございますが、国では「認知症高齢者等にやさしい

地域づくりに係る関係省庁連絡会議」において、直ちに新たな制度的な対応を行うことは難し

いとしておるところでございます。

神奈川県大和市や神戸市では、自治体での公的救済の仕組みづくりの準備や開始をしており

ますが、救済制度の対象者や事故の補償を市が直接行うのか、民間の保険会社と契約して支払

うのか等、救済方法が異なるわけでございます。

神戸市では平成29年５月から有識者会議を立ち上げ、平成31年度の開始に向けて検討を重ね

ている段階であり、大和市では平成29年11月から事業を開始したところでございます。

今後も、２市や他市町村の取り組みを注視しながら、調査・研究をしてまいりたい、このよ

うに考えておるところでございます。

次に、５番の地域企業の町外流出防止、地元企業の町外への流出を防ぐ活動を強化すること

についてのお尋ねでございます。

地元企業の経済活動は、雇用の創出や税収の確保など、地域経済の発展や活性化、行政の安

定的な運営に寄与していると認識しており、地元企業の持続的な発展が町に活力をもたらすも

のと期待をしているところでございます。

御質問の工場移転の件につきましては、町だけでなく埼玉県にとりましても重要な企業であ

ることから、産業振興課と県の企業立地課で連携して、企業訪問を再三にわたりまして行いま

した。残念ながら群馬県内の工場移転が決定したわけでございます。

次に、上里サービスエリア下り線側の大和ハウス工業が取得した用地につきましては、大和

ハウス工業が営業活動とあわせ、町といたしましては、県企業立地課との連携、協力により企

業誘致を進めているところでございます。
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次に、企業の抱える課題などの町施策への反映につきましては、町では年に１回、児玉地区

工業団地工業会と情報交換を行ったり、年に１度、企業訪問を行っているところでございます。

最後になりますが、企業誘致とともに、既存の企業にとどまっていただくことは大変重要で

あると考えておりますので、機会をとらえ情報交換を行う必要があるものと考えておるところ

でございます。

○議長（納谷克俊君） 次に、教育長の答弁を求めます。

教育長。

〔教育長 下山彰夫君発言〕

○教育長（下山彰夫君） 新井實議員の１、教員不祥事処分についての御質問にお答え申し上

げます。

新井議員御指摘のように、教職員による児童・生徒に対する不祥事は、当該児童・生徒はも

ちろんのこと、周囲の児童・生徒にも大きな心の傷を負わせるものでございます。児童・生徒

に悲しい思いをさせないために、教職員はどう行動すべきか、一人一人がみずからのこととし

て考えることがとても大切であると考えております。

まず、御質問にありました、県及び上里町教育委員会では、わいせつ行為やセクハラ等に対

する処分基準をどのように定めているのかについての御質問にお答えを申し上げます。

不祥事を起こした教職員は、信用失墜行為の禁止という地方公務員法に基づく義務に対する

違反として厳しく処分されます。不祥事の発生の抑止と県民の信頼確保のため、県教育委員会

が懲戒処分の基準を制定しており、その基準に沿って、県費負担教職員は任命権者である県教

育委員会から、免職、停職、減給、戒告の４種類の処分が行われます。県教育委員会より任命

された町内の県費負担教職員もその処分基準に適用されるものでございます。

次に、ＳＮＳで教員が個別に私的な連絡をとらないルールの徹底についての考え及び、教職

員と生徒が１対１の長時間指導を避ける工夫や、生徒が第三者に相談しやすい体制づくりにつ

いての考えについての御質問にお答え申し上げます。

わいせつ事故の防止という観点からも、児童・生徒や保護者とＳＮＳなどで個人的なやりと

りを行わないこと、児童・生徒を指導・支援する際には、室内で２人きりになることを避け、

複数で対応に当たることなどを徹底することは大変重要であり効果があると考えております。

そのようなことからも、年度当初に「教員の不祥事防止の徹底について」及び「年度末・年度

当初事故防止チェックリスト」などの県からの通知文等を活用し、校長会や学校訪問等で重点

的に各学校に対し指導を行っておるところでございます。

また、生徒が第三者に相談しやすい体制づくりも大変重要であるととらえております。その

ために、中学校にはスクールカウンセラーやさわやか相談員、学習支援員、小学校にはスクー
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ルソーシャルワーカーや児童支援員を配置しております。また、24時間365日相談できる「よ

い子の電話教育相談」や面接相談もできる「子どもスマイルネット」の連絡先カードを児童・

生徒に配布しております。

次に、懲戒免職で教員免許が失効した者の情報など情報システムを積極的に利用し、教員採

用時に優秀な教員を確保することについての見解についての御質問にお答え申し上げます。

優秀な教員を確保するためにも、県費負担教職員や臨時的任用教職員等の情報を、任命権者

である県教育委員会と情報共有することはとても大切なことであると考えております。そのよ

うなことから、日ごろから県教育委員会担当者との情報交換をすることはもちろんのこと、教

職員を採用する前に、教員免許状原本の確認、書類審査、町の担当者が複数で面接するなど万

全の体制を整えております。

次に、教員による言葉の暴力に対する上里町教育委員会の懲戒処分の対象はどのようになっ

ているかについての御質問にお答え申し上げます。

さきに答弁させていただきました県教育委員会が制定した懲戒処分の基準に、「悪質な暴言

若しくは威嚇を行い、又は常習的に暴言若しくは威嚇を行った職員は、停職、減給又は戒告と

する。」と懲戒処分の基準を制定しております。

次に、教職員らが教科書会社等の利害関係者と接触する際の指針はどのようになっているか

についての御質問にお答え申し上げます。

教科書会社等の利害関係者と接触する際の指針については、県教育委員会が、質の高い教科

書の実現と教科書採択の公正性・透明性を高めるためにガイドラインを定めております。その

中で、教職員に対しましては、「教科書等の著作・編集に関わる場合は、服務規程に定められ

た手続きを行うこと。」その際は、「学校における調査研究を含め、関わった種目の採択に関

わる事務には一切関与しないこと」、「一切の金品を受け取らないこと」、「検定期間や採択

期間は教科書発行者と一切接触を持たない」など、教科書発行者との関係においてどうすべき

か詳細に定められております。このガイドラインなどを年度当初の校長会等で各学校に周知し、

町内教職員の教科書採択にかかわる不祥事防止の徹底を図っておるところでございます。

今後も、引き続き、教職員による不祥事が起こらないよう指導と意識改革に努め、保護者、

地域の方々からさらなる信頼関係の構築を目指して、未来を担う児童・生徒を育てていきたい

と考えておるところでございます。

次に、２、「特別の教科 道徳」についての御質問にお答え申し上げます。

①2018年度から始まる「特別の教科 道徳」（道徳科）への期待と課題についてでございま

す。

道徳の教科化での課題につきましては、議員御質問のとおり、週１時間の授業を確実に確保
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することは重要であると考えております。平成25年12月に出された「道徳教育の在り方に関す

る懇談会」報告書によりますと、「道徳は他教科に比べて軽んじられ、他の教科等に振り替え

られていることがあるのではないか」との指摘がされております。今回、道徳の教科化による

教科書の導入により、年間35時間が確実に実施されることになります。

また、「道徳教育の在り方に関する懇談会」の報告によりますと、「授業方法が、読み物の

登場人物の心情を理解させるだけなどの形にはまったものになりがちである」と指摘されてお

り、子供たちが道徳的価値を理解し、これまで以上に深く考え、その自覚を深める「考え、議

論する道徳」を実践していかなくてはなりません。「自分ならどうするのか」という観点から

道徳的価値と向き合うとともに、自分とは異なる意見を持つ他者と議論することを通し、道徳

的価値を多面的・多角的に考えることが大切であると考えております。

議員御指摘のとおり、「考え、議論する道徳」の実践に向け、教員の指導力向上も課題でご

ざいます。

上里町では、道徳に関する全体研修会を昨年11月20日に実施し、「特別の教科 道徳」にお

ける「考え、議論する道徳」の実践に向けた準備を進めてまいりました。また、上里町教員指

導力向上研修会で指導している学び合い学習を確実に浸透させ、講師を招いた道徳教育に関す

る講演会を実施するなど、教員指導力向上にも努めてまいりたいと考えております。

「特別の教科 道徳」でのいじめ問題の位置づけにつきましては、議員御質問のとおり、ネ

ットいじめを防止するために、情報モラルに関する指導に重点を置くことは大切であると考え

ております。また、ネットいじめだけでなく、学校生活での悪口、仲間外れ等のいじめに対し

ても、「しない、させない、見過ごさない」子供を育てることも大切です。「特別の教科 道

徳」では、問題解決的な学習や体験的な学習を取り入れ、他者と議論し、自分自身のこととし

て深く考えさせる授業を行うこととしております。

次に、教科書の採用につきましては、小学校では、「人間関係づくり」、「いじめの防止」、

「道徳ノートの活用」を重視し、日本文教出版の教科書を採択いたしました。中学校で使用す

る教科書につきましては平成30年度に採択いたします。

上里町の道徳教育の課題につきましては、教科書採択時に重視した「人間関係づくり」と

「いじめの防止」についてでございます。家庭・地域との連携につきましては、地元の方をゲ

ストティーチャーとして招いたり、子供の成長を家庭と共有できるよう道徳ノートを有効に活

用したりして、連携を深めることが大切であると考えております。

今後は、さらに道徳教育が充実するよう、教員の指導力を向上させ、子供が他者とよりよく

生きる力を育んでいきたいというふうに考えております。

以上です。
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○議長（納谷克俊君） 10番新井實議員の一般質問を終わります。

以上で、本定例会に通告のあった一般質問は全部終了いたしました。

──────────────────◇──────────────────

◎散 会

○議長（納谷克俊君） 本日はこれをもって散会いたします。

御苦労さまでした。

午後４時２分散会


